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研究開発センターシンポジウム２０２０ 

 

テ ー マ  地域のつながりの再構築を目指して 

公開期間  ２０２１年２月５日（金）～7月３１日（土） 

公開方法  WEB シンポジウム（オンデマンド配信 事前登録制） 

参 加 費  無料 

 

開催趣旨 

 

国は、地域課題が複合化・多様化するなか、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らし

ていくことのできる包摂的な社会（＝地域共生社会）の実現を目指し、介護保険や社会福祉の制度改革を進

めている。 

これを実現するためには、地域が抱える課題を関係者が共有した上で、民間を含めた多様な主体がネット

ワーク化され、かつ、協働していく必要がある。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により、

こうした様々な活動に支障が生じ、支援者を支援する必要性が急速に高まっている。 

そこで、今回のシンポジウムでは、「支援者支援」に焦点を当てることとする。支援者を支援することで、

最終的に、地域のつながりが確保され、利用者支援が継続されるという考えに基づくものである。ただし、

支援者といっても多様であるため、「子どもの食支援」をテーマに議論を展開する。 

本シンポジウムは、地域共生社会の実現を目指した国の施策動向をおさえた上で、子どもの食支援の実践

者とその関係者を交え、支援者支援のあり方や今後の展開について討論する。 
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プログラム 

 

 

  開会のあいさつ       田中 滋（公立大学法人埼玉県立大学 理事長） 

 

  第１部 基調講演 

   「地域共生社会の実現を目指した国の施策動向とコロナ禍での対応」 

笹子 宗一郎氏 （厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 課長） 

 

  第２部 シンポジウム「支援者をいかに支えるか～子どもの食支援活動から考える～」 

 

講演１「子どもの食支援の現状」 

              佐藤 匡史氏（日本こどもの居場所ネットワーク埼玉支部事務局／ 

川口こども食堂 代表） 

講演２「支援者をいかに支えるか～民間の立場から～」 

吉川 尚彦氏（埼玉県生活協同組合連合会 専務理事） 

講演３「支援者をいかに支えるか～都道府県の立場から～」 

                        古川 泰之氏（埼玉県福祉部少子政策課 副課長） 

講演４「支援者をいかに支えるか～大学の立場から～」 

川越 雅弘（埼玉県立大学大学院／研究開発センター 教授） 

 

  パネルディスカッション 

川越 雅弘（座長） 

佐藤 匡史氏 

吉川 尚彦氏 

古川 泰之氏 

 

  閉会のあいさつ       鈴木 玲子（埼玉県立大学研究開発センター長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基調講演     パネルディスカッションの様子 
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Saitama Prefectural University ■ 研究開発センターシンポジウム2020 ■ 

 
 

開会のあいさつ 
 

公立大学法人埼玉県立大学 理事長 
 

田中 滋 

 

こんにちは。埼玉県立大学理事長の田中でござい

ます。本日のテーマにも深く関係する国の社会保障

審議会福祉部会長、および介護保険の給付を決める

介護給付費分科会長を務めております。埼玉県立大

学研究開発センターシンポジウム２０２０の開催に

あたり、一言ご挨拶を申し上げます。 

本シンポジウムを主催する埼玉県立大学研究開発

センターは、保健医療福祉分野の課題に対して地域

に根差した研究開発を促進する拠点として活動する

とともに、広く地域社会に貢献することを目指して、

２０１６年４月に設置されました。 

センターでは設置から現在に至るまで、地域包括

ケアシステムの構築に向けた研究や活動に取り組ん

でまいりました。今回のシンポジウムのテーマであ

る「地域のつながりの再構築を目指して」も地域包

括ケアシステムの要素として、ますます重視される

ようになった大変重要なテーマと言えます。 

地域が抱える課題解決には、社会福祉に関わる専

門組織やNPO、あるいは住民の運動体だけではなく、

地域の一般企業、行政が連携を密に取らなくてはな

りません。また、社会福祉専門職に加え、行政や民

間のファシリテーター、コーディネーターなどの訓

練を経た人材が住民の力を引き出し、当事者と支援

者がつながり、協働を図る体制作りが望まれます。 

しかしながら、今般の新型コロナウイルス感染症

蔓延の影響により、そうしたつながりを持った活動

の実践に支障が生じており、支援者を支援する必要

が高まっています。 

そこで、今回のシンポジウムでは「支援者への支

援」のうち、「子どもの食支援」に焦点をあて、テ

ーマとして取り上げております。 

具体的なプログラムは、先ほど研究開発センター

長から説明がありましたように地域共生社会の育成

を目指した国の施策動向を踏まえた上で、子ども食

堂の実践者とその関係者を交え、「支援者への支援」

の在り方や今後の展開について討議を行います。ご

覧いただいている皆様にとって、本日の講演やパネ

ルディスカッションが、これからの業務や学習の参

考となれば幸いでございます。 

最後に、皆様のご健康とご多幸をお祈りして、シ

ンポジウム開催のあいさつといたします。 
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第１部：基調講演 
 

「地域共生社会の実現を目指した国の施策動向とコロナ禍での対応」 
 

厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 課長 
 

笹子 宗一郎 氏 

 

皆さん、こんにちは。厚生労働省老健局認知症施

策・地域介護推進課長の笹子と申します。本日は埼

玉県立大学研究開発センターシンポジウム2020とい

うことで、地域のつながりの再構築を目指すという

素晴らしいシンポジウムで基調講演させていただき、

大変光栄に思っております。また、関係の皆様にお

かれましては、医療・介護のみならず地域において、

このコロナ禍においてさまざまな形でご尽力してい

ただいていると思います。そういったご尽力、ご努

力に感謝の意をまずは表したいと思います。 

その上で本日は、地域共生社会の実現を目指した

国の施策動向とコロナ禍での対応という現在の私ど

もの取り組みについてご説明をさせていただきたい

と思います。 

今後の社会保障と働き方の方向性ということで、

少し大きな話から始めさせていただきます。高齢者

人口がピークを迎える2040年頃、2042年と言われて

おりますけれども、現在でも人口減少が始まり、家

族形態も変化しております。その中で高齢者人口が

ピークを迎える2040年頃を見すえて政府としても取

り組みを進めてまいりました。図の左にございます

ように、人生100年時代を目指した健康寿命の延伸や、

担い手不足、人口減少への克服が必要です。これに

対しては医療・福祉サービス改革を通じた生産性向

上などの取り組みも含まれます。さらに新たなつな

がり、支え合いということが重要な柱になってきま

す。これは多様な担い手が参加する地域活動の推進

ということで、今日のテーマにもつながるものと思

います。さらに生活を支える社会保障制度の維持、

発展ということで、仕組みとして持続可能性という

ものをさらに追求していかなければならないという

ことであります。 

この中で、真ん中にありますけれども、デジタル

トランスフォーメーション、ICT化というのが大きな

柱になってきます。そういった中で、今般、新型コ

ロナウイルス感染症が発生いたしました。3つの密を

避ける新たな生活様式の広がりを踏まえて、さまざ

まな対策を、もちろん私ども政府もそうですけれど

も、各界各位が新たな取り組みを模索していく必要

があるだろうということであります。経済雇用情勢

の影響を大きく受ける方や世帯への対応。オンライ

ン診療であるとか行政手続き、こういったものもオ

ンライン化をさらに進めていこうということであり

ます。今般の感染症の影響下にあって、エッセンシ

ャルワークの重要性というのは国民の皆さま改めて

再認識されたのではないかと思います。テレワーク、

フリーランス、新しい働き方も進めていく必要があ

るという大きな流れの中で、地域づくりというもの

をどうしていくのかというのを私どもは考えている

ということであります。 

次に、新型コロナウイルス感染症への対応の現状

をご紹介させていただきます。 

介護現場に対する公的な支援ということで申し上

げると、一番上にございますように運営基準の柔軟

化を行っております。例えば一時的に人員が運営基

準を満たすことができない場合にも介護報酬を減額

しないなどの柔軟な取り扱いを認めています。さら

に、マスクなど、防護服もそうですけれども、衛生

物資を確保する取組みとして、マスク、布製マスク

を全ての介護施設等の職員へ配布するとか、消毒用

のエタノールを優先的に購入可能とする仕組みの創

設、さらにマスク、ガウン、フェイスシールドなど

を国が購入し、都道府県において備蓄する等の取り

組みを進めています。また、職員確保、物品購入の

費用について、感染症対策として必要なかかり増し

経費として助成させていただいております。 

さらに現下大変なご苦労をされている皆さま方に

対して慰労金を支給するという、そういった事業も

行ってございます。このページ（Ｐ４）は先ほど申

し上げた人員の臨時的な取り扱いでございますので、

後ほどご覧いただければと思います。かかり増し経

費、これにつきましては、令和2年度2次補正予算額

で4,132億円ということですでに執行しております

けれども、さらに今般、第3次の補正予算案というこ

とで786億円を積み増しております。赤でハイライト

しておりますけれども、令和2年度2次補正予算で創

設した支援、これが十分に実施できるように交付金

の積み増しを行うものであります。 

さらに、令和3年度につきましても引き続き新型コ

ロナウイルス感染症流行下における事業所への支援

というものをしっかりと行っていかなければいけな

いということで、こちらは政府予算案ということで
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すでに閣議決定しておりますけれども、かかり増し

経費について引き続き助成するとともに、緊急時の

介護人材応援派遣に係るコーディネート、こういっ

たことの事業に対してもお使いいただけるような、

そういった予算案でございますので、国会の審議を

経た上で令和3年度からお使いいただくことを想定

しているものでありますけれども、こういった予算

も準備させていただいております。 

これは現在でも行っておりますが、ウイルスの感

染防止をする観点から多床室の個室化に要する改修

費であるとか、簡易陰圧装置の設置に要する費用、

さらには感染防止のためのゾーニングに要する事業

に対しても補助について、令和3年度も継続的に行う

ような予算案を閣議決定させていただいております。 

お金だけではございません。介護現場において感

染対策、やはりご不安になっている方々多くいらっ

しゃいます。こういった方々に対して感染症の手引

というものを厚生労働省のほうでも作らせていただ

いております。施設系、通所系、訪問系ごとにマニ

ュアルを作らせていただいており、手洗い、排泄物、

嘔吐物の処理の手順を含めてお困りにならないよう

に分かりやすく解説したようなリーフレット、ポス

ター、そういったものも作成しています。真ん中の

上のほうに、「こちらのリンクから閲覧できます」

と書いてございますので、ご興味ある方はクリック

していただければと思います。 

さらに、介護施設事業所における業務継続計画、

いわゆるBCPというものでございますけれども、こち

らについてもガイドラインを令和2年12月11日に作

成しております。2種類ございまして、1つ目は介護

施設事業所における新型コロナウイルス感染症発生

時の業務継続ガイドライン。2つ目は自然災害発生時

の業務継続ガイドラインということで、これもそれ

ぞれ各事業所、各サービスの共通事項に加えて、通

所、訪問、ケアマネ事業所に固有な事項を取りまと

めてガイドラインとしてお示ししております。後ほ

どご説明いたしますけれども、このガイドラインも

参考にしながら、BCPを作成するということが介護事

業所の義務に、令和3年度からなります。こうした取

組を通じて、何か起こったときにしっかりと業務が

継続できるという体制強化を考えているということ

であります。 

さらに、緊急時に備えて平時からの応援体制を構

築する必要があります。全国の都道府県ごとに介護

保険施設などの関係団体にコーディネーターを配置

いたしまして、あらかじめ応援可能な職員登録を行

うなど、平時からサービス提供者を確保、派遣する

スキームを構築していただき、感染者等が発生した

際には速やかに応援職員を派遣する、そういったス

キームについても整備をさせていただいております。 

こういった新型コロナウイルス感染症への対応に

加えまして、先ほども出てきましたけれども、地域

において地域づくりをしていくという、そういった

ことが重要な時代に入ってきております。地域共生

社会と申しておりますけれども、この実現に向けた

制度改正というものが行われておりますのでご紹介

したいと思います。 

まず介護保険制度においては、3年サイクルでさま

ざまな制度改正あるいは計画が進んでいきます。図

の一番上に介護保険事業計画がございます。現在は

第7期の介護保険事業計画期間ということで、2018年

から2020年度までの期間になっております。2021年

の4月からは第8期の介護保険事業計画が始まります。

そこに向けて現在行っているのは真ん中にございま

す報酬改定、これは各サービスのさまざまな値段付

けを国の社会保障審議会・介護給付費分科会でご議

論をいただいておりまして、2020年12月23日に基本

的な考え方の整理を取りまとめていただいたところ

です。こちらは埼玉県立大学理事長の田中滋先生に

分科会長をお願いしてございます。2021年の年明け

には具体的な値段が付いた形で諮問、答申を経て

2021年から新たなサービス期間が始まるということ

が一つございます。赤でハイライトしておりますけ

れども、その前提として制度改正が行われておりま

す。改正介護保険法が成立というふうに一番下に書

いておりますけれども、これを踏まえて介護保険事

業計画、第8期の事業計画期間に係る基本指針が提示

されており、これを踏まえた計画を現在市町村が作

成していると、そういうことになっております。 

まずは、この制度改正についてご説明したいと思

います。地域共生社会の実現と2040年への備えとい

うことであります。高齢者あるいは子ども、障害者

など制度で区切るのではなくて、包括的な支援体制

が必要だということであります。地域においては、

高齢者も子どもも障害者もさまざまな形で支援を受

けられており、必ずしも制度の壁に応じた支援をし

ているわけではありません。特に地域づくりにおい

てはそういったことがニーズとしてあるということ

でありまして、一番上にありますけれども、社会福

祉制度改革であります包括的な支援体制を構築する

というのが一つ大きな柱であります。それは制度に

よって分断するのではなくて、相談支援、参加支援、

地域づくりに向けた支援を一括で行っていくという、

そういった基盤をつくっていこうということであり

ます。そういった基盤の下にそれぞれの制度がそれ

ぞれの仕組みを支援していくということでありまし

て、下にあるのが介護保険制度改革ということであ

ります。その中で1つ目としては介護予防、地域づく

りの推進というものが一つ大きな柱としてございま

す。健康寿命の延伸をしながら共生、予防を両輪と
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する認知症施策、これを総合的に推進していくとい

うのが1つ。2つ目は地域包括ケアシステムをきちん

と推進していくということであります。さらに、人

材不足の時代で、コロナのためなかなか対面で会議

等を行うということもできないという、そういった

時代になっております。介護現場を革新していくと

いう観点、これはしっかりと持たないと人材も確保

できないし、生産性も向上していかないということ

でありますので、その下にありますけれども、デー

タの利活用のためのICT基盤の整備であるとか、そう

いったことも一体的に行っていく。 

こういったコンセプトの下に法律の改正をすでに

行っているということであります。これが法律第52

号ということで、令和2年の6月12日に公布された法

律でございます。法律の題名に「地域共生社会の実

現のための」という言葉があります。このために「社

会福祉法等の一部を改正する」ということでありま

して、赤で書いてありますけれども、地域住民の複

雑化、複合化した支援ニーズに対応する市町村の包

括的な支援体制を構築することを支援するという仕

組みのため、社会福祉法と介護保険法を改正してい

ます。それとともに、地域の特性に応じた認知症施

策や介護サービスの提供体制の整備、こういったも

のを推進していくということでありまして、こちら

は介護保険法と老人福祉法を改正してございます。

その他、先ほどご紹介したようなICTの活用などの整

備のために3以降の改正事項がございますけれども、

今日は1と2について、より詳細にご説明したいと思

います。 

1については、いきなり法律が改正されたわけでは

ございません。地域共生社会に向けた包括的な支援

と多様な参加、共同の推進に関する地域におけるさ

まざまな取り組みを踏まえて検討会を厚生労働省の

ほうで設けさせていただいて、計9回にわたりまして

ご議論いただいた上で、報告書を取りまとめていた

だいてございます。田中滋先生にも構成委員として

ご参加いただいているところでございます。こうい

った検討会の報告書も踏まえて法律を改正したとい

うことであります。 

より詳しくご説明させていただきますと、例えば

1つの世帯に複数の課題が存在しているという状態。

例えば8050世帯であるとか、介護と育児のダブルケ

ア、世帯全体が孤立している状態、ごみ屋敷などの

状態もあるでしょう。そういった複数の課題が複合

的に存在しているという課題にどのように対応する

のかということであります。そういった場合に、高

齢者だ、障害者だ、子どもだというふうに制度で切

るのではなくて、属性を超えた支援が必要であろう

ということであります。そのために属性を超えた相

談窓口の設置、そういったものの動きというのはこ

れまでも地域にあったわけでありますけれども、各

制度で補助金などの使いみちが決まっているので、

その経費をきちんと処理するための事務負担が大き

いという、そういった課題がございました。このた

めに属性を問わない包括的な支援体制、この構築を

市町村が創意工夫をもって円滑に実施できる仕組み

を目指しているということでありまして、真ん中に

青で囲ってございますけれども、そういった支援体

制を構築するために、相談支援、包括的な相談支援

の事業をつくるものです。属性や世代を問わない相

談を受け止める、多機関の共同をコーディネートす

る、さらにはアウトリーチも実施する、そういった

包括的な相談支援体制をまずはつくろうということ

が1つ。 

それと、2つ目として参加支援であります。既存の

取り組みで対応できる場合は既存の取り組みを活用

していただくということでありますけれども、対応

できない狭間のニーズにも対応した、就労支援であ

るとか、あるいは見守りなどの居住支援、そういっ

たものを行っていくというのが2つ目。 

3つ目として、地域づくりに向けた支援として、住

民同士の顔の見える関係性の育成支援ということで、

世代や属性を超えて交流できる場や居場所をつくっ

ていただく。さらには多分野のプラットフォーム形

成を行っていただいて、交流、参加、学びの機会を

コーディネートしていただく。こういった、大きく

分けると3つの支援を一体的に実施する事業を社会

福祉法に位置付けるということであります。この事

業は、市町村の手挙げ方式に基づく任意事業ではあ

りますけれども、事業を実施する際には今私が申し

上げた3つの事業は必ず実施していただく必須事業

ということであります。この新しい事業を実施する

という市町村に対しては、相談、地域づくり関連事

業に係る補助について一体的に執行できるような交

付金を交付する仕組みを2021年の4月からスタート

するということであります。 

これに併せて認知症でございます。認知症施策を

総合的に推進していくという観点から、地域におけ

る認知症の人への支援体制の整備、チームオレンジ

と申しますけれども、これを法律上位置付けており

ます。さらに施策の推進にあたっては認知症の人が

地域社会において尊厳を保持しつつ、ほかの人々と

共生することができるようにする、そういったこと

を法律上規定しております。さらに、介護保険事業

計画においても記載事項を拡充いたしまして、認知

症施策の総合的な推進に関する事項を追加するとい

うような、こういった法改正をしているということ

であります。 

地域づくりという意味では、これまでも介護保険

法に基づきまして地域支援事業というものを行って
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います。これは平成26年の法改正の前後で少し違っ

ておりますけれども、ポイントは、改正前は要支援

の方々の訪問介護や通所介護、これは予防給付でし

た。これが改正後はより地域において柔軟な、しか

も多様な主体がサービスを提供していただけるよう

にということで、右側の赤いところでございますけ

れども、要支援1・2の方と、それ以外の方を対象と

して「介護予防・日常生活支援総合事業」というも

のを発足させています。また、その下のピンクのと

ころにありますような包括的な支援事業があり、こ

この中で地域包括支援センターの運営を行っていた

だく。さらには在宅医療・介護連携推進事業、認知

症の総合支援事業も行っていただく。生活支援の体

制整備、これはコーディネーターの配置を行ってい

ただく。こういったところを充実と書いてあります

けれども、これは消費税の財源を使わせていただい

て充実をしていくというような、そういった地域づ

くりのための事業が発足しています。 

この総合事業につきまして、さらに充実をさせて

いく必要があるというふうに私ども考えております。

これは2019年の12月、社会保障審議会の介護保険部

会において取りまとめられた意見書でございますけ

れども、申し上げたとおり、総合事業の対象者は要

支援者などに限定されているということであります

けれども、要介護認定を受けると、それまで受けて

いた総合事業のサービスの利用が継続できなくなる

という点について課題があるということであります。

当然、要介護認定を受けている方が介護保険の給付

が受けられることを前提としてではありますけれど

も、ここについて弾力化を行うことが重要であると

いうご意見をいただいています。さらに、国がサー

ビスの価格の上限を定めているわけでありますけれ

ども、この仕組みについて市町村が創意工夫を発揮

できるように弾力化を行うということが重要である

というご意見をいただきました。これを踏まえまし

て、矢印にございますけれども、2020年の10月に「介

護保険法施行規則の一部を改正する省令」を公布い

たしまして、今申し上げたような趣旨、マル1にござ

いますように介護予防・生活支援サービス事業の対

象者に、この事業における補助により実施されるサ

ービスである、住民主体のサービスを継続的に利用

する要介護者を追加するということです。補助によ

る実施されるサービスである住民主体のサービスと

いうのは、このページの右下にございます。 

サービス類型を掲げておりますが、従前相当サー

ビス、A、B、C、Dとございますけれども、住民主体

のサービスBと、住民主体の移動支援であるサービス

D、これについて要支援等から継続的に利用される要

介護者を対象として追加するという改正とともに、

総合事業のサービス価格の上限の弾力化というもの

を行ってございます。施行日は2021年の4月1日でご

ざいますけれども、こういった形で総合事業につい

てもさらに充実する形の政策というものを考えてご

ざいます。 

今申し上げたような制度改正は、2021年4月から始

まるわけでありますけれども、老健局の組織も改正

しております。これまで認知症の政策は、左にあり

ますように総務課の下にある認知症施策推進室とい

うところが担っており、地域支援事業などは振興課

というところが担っておりました。今般の制度改正

の趣旨を踏まえまして、「認知症施策・地域介護推

進課」を2020年の8月7日に新設いたしました。国の

役所の課の名称の中に「認知症」が入ったのは初め

てだと思います。私が初代の課長ということで拝命

してございます。このように、国の組織もきちんと

改正しながら、地域づくりと認知症施策をきちんと

ハーモナイズした形で進めていくというのが国の政

策ということでございます。 

次に、認知症施策について、具体的にどういった

ことをしているのかということをご紹介させていた

だきたいと思います。ここは皆さまもご案内かと思

いますけれども、認知症の方、下の表で言いますと

2025年において推計値でありますけれども、だいた

い700万人の方が、つまり20.6％の方が認知症という、

そういった推計がございます。年を経るごとにこの

人数は増えていくということでありまして、ポイン

トは、誰もが認知症になり得るということでありま

す。そういった中で、2019年の6月には政府に「認知

症施策推進関係閣僚会議」というものがございまし

て、ここにおいて認知症施策の政策パッケージを決

定いたしております。認知症施策推進大綱と呼ばれ

るものです。認知症は誰もがなり得るという基本的

なコンセプトの下で、認知症の発症を遅らせ、認知

症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会、

こういったものを目指していく、認知症の方、家族

の視点を重視しながら、共生と予防を車の両輪とし

て推進していくということであります。共生という

ものは認知症の方が尊厳と希望を持って認知症とと

もに生きるということであって、認知症があっても

なくても同じ社会でともに生きるという意味であり

ます。予防でありますけれども、認知症にならない

という意味ではなくて、認知症になるのを遅らせる、

認知症になっても進行を緩やかにすると、そういう

意味であります。 

そういったコンセプトの下で、このスライドで言

いますと右側、具体的な施策を5つの柱で進めていま

す。①普及啓発・本人の発信支援、②予防、③医療

ケア・介護サービス・介護者への支援、④認知症バ

リアフリーの推進など。さらには⑤研究開発、産業

促進、国際展開ということで、5つの柱を基に、これ
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は厚生労働省だけではなくて、関係省庁一体となっ

た政策パッケージとして2019年に決定しているもの

であります。その大綱に基づいて施策を推進してお

りますが、ここでご紹介したいのは、厚生労働省の

予算としては125億円規模で推進させていただいて

いるということです。 

今申し上げた5つの柱をもう少し敷衍してご説明

させていただきます。1つ目が普及啓発、本人発信の

支援ということでございました。主な内容は認知症

サポーターを増やしていくということと、単に養成

するだけではなくて、地域の支援ニーズとつなぐ仕

組みを強化していくということが重要かと思ってい

ます。2つ目が認知症の方本人からの発信機会の拡大

ということであります。ご本人が認知症とともに生

きるという希望宣言をしていただく。さらには認知

症になった方が実際に相談の支援をするというよう

な、ピアサポートと申しておりますけれども、そう

いった支援の推進。こういったものが柱になってお

ります。認知症サポーターについては先ほどの大綱

において、2020年度末で1,200万人という目標値を立

てて施策を進めておりますけれども、すでに1,268万

人の方にサポーターになっていただいているという

ことであります。引き続き、コロナ禍ではあります

けれども、こういった方々の養成を進めていくとい

うこととともに、先ほども介護保険法改正のところ

で若干申し上げましたけれども、チームオレンジの

取り組みの推進をしていきたいということでありま

す。これは、診断後の空白期間における心理面、生

活面の早期からの支援をしていくということで、関

係者の方々がチームを組んで支援していくというこ

とでありますけれども、当然、核となる方がいらっ

しゃらなくてはいけないので、市町村にコーディネ

ーターを配置していただいて、地域において関係の

方々がチームとして支援していくという仕組みであ

ります。これはKPIとして全市町村で2025年までにこ

の仕組みを整備していくということでありまして、

私も今日ピンバッジしておりますけれども、これが

チームオレンジのシンボルであります。こういった

取り組みを進めていく、これはまさしく地域づくり

において核となるチームになっていってほしいとい

うふうに思っている取り組みであります。 

さらに認知症本人からの発信ということであれば、

2020年1月に5名の方に希望大使ということで宣言を

していただきました。認知症の方、ご本人が自らの

言葉で語り、認知症になっても希望を持って前を向

いて暮らすことができている、そういった姿を積極

的に発信していただくということであります。さら

に、ピアサポーターによる本人の支援を推進してい

ただく。こちらについても2025年までに全都道府県

において実施していただくということで事業を拡大

したいと思っているところであります。 

2つ目の柱、予防でありますけれども、申し上げた

とおり、予防というのは認知症になるのを遅らせた

り、認知症になっても進行を緩やかにしたりという

ことであります。そのために通いの場の拡充である

とか、予防に関するエビデンスの収集分析というも

のも進めるということで、事例集の横展開、さらに

は手引の作成、そういったことを進めております。

ここでご紹介したいのは、これは厚生労働科学研究

班において研究していただいた社会参加と介護予防

効果の関係でございます。右下をご覧いただきます

と、ボランティアグループなどの地域組織への参加

割合が高い地域ほど認知症リスクを有する後期高齢

者の割合が少ないという、そういう相関が認められ

たということであります。そういった形で、私ども

としても社会参加活動や認知症予防のための体制整

備のための支援をさせていただいているということ

でありまして、具体的な取り組み例等いろいろ書い

てありますけれども、市町村が適当と認めた事業者

による農業であるとか、商品の製造、販売、食堂の

運営、地域活動の社会参加に対する支援、そういっ

たものの経費を補助させていただいているというこ

とであります。 

医療ケア、介護サービス、介護者への支援ですが、

早期発見、早期対応の体制整備、さらには、先ほど

はサポーターということで一般の方の認知症に対す

る理解を深めていただくということをご紹介いたし

ましたけれども、医療従事者、介護従事者の認知症

対応力も向上させていただく。介護者の負担軽減を

さらに軽減するために認知症カフェもさらに推進し

ていくというような、こういったコンテンツで進め

させていただいています。認知症の容態に応じた適

時適切な医療・介護の提供については、真ん中に先

ほどご紹介したようなチームオレンジの方がいらっ

しゃいますけれども、地域包括支援センター、認知

症の地域支援推進員、さらには認知症の初期集中支

援チーム、こういった方々が適時適切に関わってい

ただく中で認知症の疾患医療センター、これは専門

的な鑑別診断を行うなどの役割を負っているセンタ

ーでございますけれども、こういった医療センター

とかかりつけ医をつなぐような認知症サポート医な

ど、さまざまな方々が地域の中でいらっしゃいます。

こういった中身はできつつあるので、いかにこれを

調和した形で効率的に効果的に動く仕組みにしてい

くのかというのが課題なのかなというふうに考えて

います。 

介護従事者などの認知症対応力の向上の促進とい

うことでありますけれども、資料にピラミッドがご

ざいます。実践者研修、実践リーダー研修、指導者

研修というふうにステップアップしていただくとい
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うことでありまして、研修の推進に当たってはeラー

ニングの部分的な活用の可能性も含めて、受講者が

より受講しやすい仕組みについて私どもとしても引

き続き検討していきたいと思っております。 

右側でありますけれども、認知症の介護基礎研修

というものがございます。これは新任の介護職員な

どが認知症介護に最低限必要な知識、技能を習得し

ていただくということで、こちらの右側の基礎研修

については介護に関わる全ての職員に受講していた

だくということが必要だと思っています。こちらに

ついては後ほども出てきますけれども、2021年の4月

から、全ての事業所に義務付けがなされる（注：3年

間の経過措置期間を設ける予定です）ことになって

おりますので、よろしくご対応をお願いしたいとい

うふうに思います。 

認知症の症状につきましては、ご案内の方も多い

かと思いますけれども、中核症状、記憶障害とか見

当識障害などの中核症状の周辺の症状として、行動

心理症状であるBPSDというものがあります。せん妄

であるとか抑うつ、行方不明、幻覚、暴力行為、そ

ういったBPSDという症状です。こういったものにつ

いて適切に対応できないかということで、私どもと

してもさまざま研究させていただいています。文字

が多くて恐縮ですけれども、右側の矢印のところだ

け見ていただきますと、BPSDの予防やリスク低減、

こういった現場におけるケアの手法の標準化に向け

た事例収集であるとか、ビッグデータを活用した研

究など、効果的なケアの在り方に関して研究を進め

ています。さらにかかりつけ医のためのBPSDに対応

する向精神薬の使用ガイドラインの普及であるとか、

あるいは一番下の箱にありますけれども、一般病院

勤務の医療従事者に対する認知症対応力向上研修の

推進など、さまざまな形で進めています。BPSDとい

う分野についても、さらなる取り組みが必要だとい

うふうに認識しています。 

さらに、認知症カフェでありますけれども、こち

らは認知症施策推進大綱のKPI、目標においては全市

町村に普及するということになっています。平成30

年度の調査で47都道府県、1,412市町村において

7,023カフェが運営されているということでありま

す。こういった取り組みをさらに進めていくととも

に、さらにバリアフリーの推進などを進めていく必

要があるということで、日常生活ではさまざまな場

面で障壁があると思います。そういったものを官民

でなくしていくという、そういった取り組みをして

います。新たに官民の協議会をつくり、さらに好事

例の収集、ガイドラインの策定、企業における認証

制度の導入などを検討しています。さらに若年性の

認知症の方、こういった方々に対するコーディネー

ターによる支援も推進しています。 

官民協議会でありますけれども、2019年の4月に設

立されたものでございまして、日本認知症官民協議

会というものであります。経済団体、さらには医療

・介護・福祉団体、地方団体、学会、当事者団体な

ど、約100の団体に参画をしていただいております。

この協議会の下にワーキンググループを設置いたし

まして、当事者、その家族のご意見も踏まえながら

具体的な検討を行うということで、2つのワーキング

グループ、青く書いておりますけれども、認知症イ

ノベーションアライアンスワーキンググループが1

つであります。これは認知症の当事者や支え手の課

題、ニーズに応えるようなソリューションの創出と

社会実装に向けた議論を実施していただいておりま

して、こちらは主に経済産業省さんのほうで行って

いただいております。私ども厚生労働省は右側のほ

うで、認知症バリアフリーワーキンググループとい

うものに主に関わっております。2019年度は接遇と

契約ということで団体、企業から認知症バリアフリ

ーに資する先進的な取り組みをご報告いただきまし

て、議論を取りまとめております。2020年度は認知

症の方にどのように接したらいいのかなどをまとめ

たガイドラインの作成や、認知症のバリアフリーの

取り組みの横展開、こういったものを実施している

ところであります。官民協議会の参加者の名簿はご

覧頂けるとおりになっています。 

若年性の認知症の方の支援も重要なテーマになっ

ております。全国に約3.57万人がおられると推計さ

れております、18歳から65歳における人口10万人当

たりの有病率は50.9人ということであります。こう

いった方々に対しても相談、支援、普及啓発という

ことで、一体的に行うための若年性の認知症支援コ

ーディネーター、これを各都道府県に配置している

ところでありますけれども、こういった取り組みと

チームオレンジを含めたそのほか地域づくりなどの

取り組みと、どのようにオーバーラップして効果を

出していくのかが課題なのかなというふうに感じて

おります。 

最後に5つ目の柱、研究開発、産業促進ということ

であります。これは認知症の発症や進行の仕組みの

解明、予防用、診断法、治療法、リハビリテーショ

ン、介護モデルなどの研究開発をさらに推進してい

くということであります。目標はやはり認知症のバ

イオマーカーの開発確立、さらにはお薬ですね、治

療薬の治験開始、そういったことを目標に研究を進

めているということであります。バイオマーカー、

検査薬については、2020年12月に大きな前進があっ

たということでありますし、治療薬についてもアメ

リカのFDAと日本のPMDAに対してアデュカヌマブと

いう治療薬の承認申請が行われているということで、

1つ大きな前進があったのかなというふうに認識し
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ております。 

最後に2021年度介護報酬改定に向けた取り組みに

ついてご紹介させていただきます。先ほども出てき

たスライドでございますけれども、真ん中のところ

であります介護給付費分科会、田中分科会長の下で

2020年の3月から夏以降は本当に毎週のようにご議

論をいただきまして、12月23日に基本的な考え方を

取りまとめていただいたところであります。介護報

酬改定でありますけれども、改定率、これは予算に

関わる話でございます。12月17日、予算の大臣折衝

を踏まえまして、令和3年度の介護報酬改定は改定率

プラスの0.7％という結論になっております。そのう

ち新型コロナウイルス感染症に対応するための特例

的な評価がプラスの0.05％ということで、こちらは

令和3年9月末までの間ということになっております。

ちなみに前回、平成30年度改定の改定率は0.54％の

プラスということでございますので、それを上回る

改定率ということになっています。介護サービス事

業者の経営状況は令和元年度の収支差は前年度より

低下しているということで、マイナス0.7％減ってい

るという、そういった介護事業の経営実態調査を踏

まえて、こういった経営状況、厳しい経営状況に加

えて、新型コロナウイルス感染症によるダメージ、

これを踏まえた改定率になっているのではないかと

いうふうに思います。 

審議報告の内容は大きく5つの柱に分かれており

まして、1つはやはり感染症や災害への対応力の強化、

これが大きな柱になっております。さらに地域包括

ケアシステムの推進。自立支援、重度化防止の取り

組みの推進。介護人材の確保、介護現場の革新。最

後に制度の安定性、持続可能性の確保という、大き

く5つに分けた方向性をおまとめいただきました。1

つ目の感染症対策の強化のために介護サービス事業

者に感染症の発生、まん延などに関する取り組みの

徹底を求める観点から、委員会の開催、指針の整備、

研修の実施に加えて訓練、シミュレーションの実施、

これが義務付けられます。ただし、3年間の経過措置

期間を設けるということになってございます。 

2つ目の丸でありますけれども、業務継続に向けた

取り組みの強化ということで、感染症のみならず、

災害が発生した場合であっても、必要なサービス、

これを継続的に提供していただくという体制を構築

する観点から、こちらも全ての介護サービス事業者

を対象に業務継続に向けた計画の策定、研修の実施、

訓練の実施などを義務付けるということになってご

ざいまして、こちらも3年の経過措置期間を設けると

いうことになっております。冒頭にご紹介したBCPの

ガイドライン、これは計画の策定の参考にしていた

だくために厚生労働省のほうで作ったものでありま

す。さらに災害への地域と連携した対応の強化とい

うことで、介護事業所だけで災害対応ができるわけ

ではございません。この感染症、災害の分野におい

ても地域の地域づくりの取り組みと一体となった対

応が必要だというふうに考えております。このため、

災害への対応において地域との連携が不可欠である

という観点で、介護サービス事業者を対象に訓練の

実施に当たっては地域住民の参加が得られるように

連携に努めなければならないという、そういった努

力規定を置くことにしております。 

2つ目が地域包括ケアシステムの推進であります。

その中でも認知症への対応力向上に向けた取り組み

の推進が大きな柱になっています。まずは訪問系サ

ービスについて認知症専門ケア加算を新たに創設す

るとともに、緊急時の宿泊ニーズに対応するという

観点から、多機能系サービスについて認知症行動・

心理症状緊急対応加算、これを新たに創設いたしま

す。さらに、介護に関わる全ての方に認知症対応力

を向上させていただくために、介護に直接関わる職

員が認知症介護基礎研修を受講するための措置を義

務付ける、これは先ほどご説明したとおりでありま

す。ただし、介護に直接関わる職員であっても、医

師、看護師を始め介護福祉士もそうですけれども、

すでに同等以上の知識を有している方はいらっしゃ

いますので、無資格者の方に限って受講を義務付け

るということを考えています。いずれにしても、こ

ちらについても3年の経過措置期間を設けることと

しております。 

さらに、看取りの対応、医療介護連携、在宅サー

ビスの機能連携の強化、こういったものが地域包括

ケアサービスの推進のために必要なものでございま

すけれども、認知症という意味では、一番下にござ

いますように夜間、認デイ、さらには多機能系サー

ビスについて中山間地域などに関する加算を対象と

するということと、あとは認知症のグループホーム

について、ユニット数を弾力化するとともに、サテ

ライト型の事業所の創設を認めるということで、認

知症の対応力を強化するための施策が盛り込まれて

います。 

さらに、先ほどBPSDのところでもご説明いたしま

したけれども、介護サービスの質の評価と科学的介

護の取り組みの推進、これは重要だと考えておりま

す。従いまして、赤囲いしておりますけれども、施

設系、通所系、居住系、多機能系サービスについて

事業所の全ての利用者に係るデータ、この中にはADL、

栄養、口腔、嚥下に加えて、認知症に関するデータ

について、いわゆるCHASEというデータベースに提出

していただきまして、フィードバックを受けていた

だく。フィードバックを受けていただいた上で、事

業所単位でPDCAサイクルを回し、ケアの質の向上の

取り組みを推進していただく。そういったことを行
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ってていただくのですが、それを新たに評価すると

いう、そういった報酬を考えているということをご

紹介させていただきます。 

最後に、文書負担の軽減であるとか手続きの効率

化、これは介護現場の業務負担の軽減の推進を図る

ために、さらには新型コロナへの対応力を強化する

ためにも極めて重要な取り組みだと考えております。

基本的には電子的な対応を認めるということ、さら

には押印については求めないことが可能であるとい

うような、そういった対応というものをしっかりと

進めていくという内容になっております。 

制度の安定性は、これはご参考までに付けたもの

ですので、スキップさせていただいて、介護現場の

革新ということで、今も文書のICT化などのご紹介さ

せていただきました。これを業界一体となって進め

ていく必要があるというふうに私としては考えてい

ます。平成30年度から介護現場革新会議というもの

を開かせていただいて、ここで基本的な方針を取り

まとめていただきました。施設における業務フロー

の分析、仕分け。さらには今日のテーマでもある地

域の元気高齢者の活躍の場を創出する。さらにはロ

ボット、センサー、ICTの創出、そういった方針を取

りまとめていただきまして、さらに厚生労働省のほ

うとしても、右上の緑にございますように、生産性

向上のためのガイドラインということで、職場環境

の改善であるとか、さまざま工夫していただけるよ

うな手順書を作成しております。こういった方針等

を踏まえて、令和元年度においてはいくつかの地域

でパイロット事業を行っていただきました。そのパ

イロット事業を踏まえて、2020年度は都道府県など

が主体となる介護現場への全国展開ということで、

都道府県版の介護現場革新会議の開催をしていただ

いたり、地域のモデル施設の育成をしていただいた

り、さらには、モデル施設が地域の生産性向上の取

り組みを伝播していただく。そういった取り組みを

進めています。そういった中で、予算としても、例

えばICTの導入支援につきましては、令和元年度から

行わせていただいておりますけれども、一番左下に

ありますように、2020年度の3次補正からは補助率に

ついても一定の要件を満たす事業所は4分の3を下限

にするという措置をさせていただいております。補

助対象もさまざまな介護ソフト、タブレット端末に

加えて、Wi-Fi機器の購入、設置であるとか、業務効

率化に資するバックオフィスソフトも対象にさせて

いただいています。こういった補助の拡充をすると

ともに、データについては連携ができるようにして

いかなくてはいけないというふうに考えております

ので、真ん中にある要件のところ、ケアマネ事業所

とのデータ連携に標準仕様というものを厚生労働省

のほうで作っております。こういった標準仕様を活

用していただき、あるいは先ほど出てきました国の

データベース、これによる情報収集に対応している

ような、そういった要件に合致している、そういっ

た事業所には、先ほど申し上げたような補助率のか

さ上げというものを進めていくということでありま

す。さらには介護ロボットです。介護ロボットって

言ってもパワーアシストとか、入浴のアシストキャ

リーに加えて、見守りセンサーのようなものも含ま

れますけれども、こういったものについても上限額

を上乗せしたり、必要台数についても上乗せしたり、

さまざまな支援策を講じておりますので、ご紹介さ

せていただきます。こういったものも使っていただ

きながらICTやロボットの導入を進めていただけれ

ばというふうに考えております。 

以上、国の施策、地域づくり、地域共生社会の実

現に向けて高齢者施策、認知症施策だけではなくて

分野横断的な取り組みが進んでいるということと、

あとは認知症施策を中心にして地域づくりをさらに

加速していく。その前提としてICTであるとかロボッ

ト、現場の業務負担の軽減、そういったものを進め

ていこうとしているという厚生労働省の施策をご紹

介させていただきました。 

ご清聴いただきましてありがとうございました。 
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地域共生社会の実現を目指した
国の施策動向とコロナ禍での対応

笹子 宗一郎

厚生労働省老健局
認知症施策・地域介護推進課長

今後の社会保障と働き方の方向性

「３つの「密」」を避ける新たな生活
様式の拡がり等、国⺠生活、社会・経
済の様々な面に大きな影響。

人生100年時代

担い⼿不⾜・人⼝減少の克服

新たなつながり・支え合い

生活を支える社会保障制度の維持・発展

（高齢者人口がピークを迎える2040年頃を⾒据えて） （新型コロナウイルス感染症の影響）

・健康寿命の延伸
・生涯現役の就労と社会参加

・就業率の⼀層の向上
・働く人のポテンシャルの向上と活躍
・医療・福祉サービス改⾰を通じた
生産性向上

・少子化対策

・総合的なセーフティネットの構築
・多様な担い手が参画する地域活動の推進
・経済的な格差拡大の防止

・機能の強化
・持続可能性の強化
（財政面＋サービス提供面）

新しい働き方
（テレワーク、フリーランス）

日常生活のオンライン化
（オンライン診療、⾏政手続）

新しいつながり
（オンライン活用、アウトリーチ）

（中⻑期の構造変化を想定）
産業構造、国土構造、地域社会の
あり方、経済・財政等

エッセンシャルワークの重要性
（感染防止対策、医療福祉分野の処遇改善)

経済・雇用情勢の影響を大きく
受ける者・世帯への対応

（労働・福祉の両面で臨機応変の対応）

デ
ジ
タ
ル
・
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
（

Ｄ
Ｘ

）

1

１． 新型コロナウイルス感染症への対応

（運営基準の柔軟化）
一時的に人員や運営基準を満たすことができない場合にも、介護報酬を減額しない等の柔軟な

取扱いを認めている。

（マスク等衛生物資の確保）
・布製マスクを全ての介護施設・事業所の職員・利⽤者へ配布
・介護施設・事業所が消毒⽤エタノールを優先的に購入可能とする仕組みの創設
・感染者が発生した施設等に対し送付するため、マスク、ガウン、フェイスシールド等の防護⽤品を国
で購入し、都道府県において備蓄

（かかり増し費⽤の助成）
職員確保、物品購入等の感染症対策に必要なかかり増し費⽤の助成

（慰労⾦の⽀給）
介護職員等に対する慰労⾦の⽀給

新型コロナウイルス感染症が発生⼜は濃厚接触者に対応した施設・事業所に勤務し利⽤者と
接する職員等 20万円

上記以外の施設・事業所に勤務し利⽤者と接する職員等 ５万円

介護現場に対する公的な支援

3

新型コロナウイルス感染症に係る
介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて

○ 災害時の対応を基本としつつ、今般の新型コロナウイルス感染症の患者等への対応等にあたって、介護報酬、人員、施設・設
備及び運営基準などについては、状況に鑑みてさらに柔軟な取扱いを可能としており、主な取扱いは以下のとおり。

１．基本的な事項
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に人員基準等を満たせなくなる場合、介護報酬の減額を行わない等の柔軟な

取扱いが可能
○ 訪問介護の特定事業所加算等の算定要件等である定期的な会議の開催等について、電話、文書、メール、テレビ会議等を活用

するなどにより、柔軟に対応可

２．訪問サービスに関する事項
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により一時的に訪問介護員の資格を有する者を確保できないと判断できる場合、訪問介護

員の資格のない者であっても、高齢者へのサービス提供に従事した事がある者であり、サービス提供に支障がないと認められ
る者であれば、訪問介護員として従事可

○ 訪問介護事業所が保健師、看護師、准看護師の専門職の協力の下、同行訪問による支援を受ける場合、利用者又はその家族
等からの事前の同意を得たときには、２人の訪問介護員等による訪問を行った場合と同様に、100 分の200 に相当する単位数
を算定することが可

３．通所サービスに関する事項
○ 事業所が休業している場合に、居宅を訪問し、できる限りのサービスを提供した場合、提供したサービス時間の区分に対応

した報酬区分（通所系サービスの報酬区分）を算定可
○ 介護支援専門員と連携の上、利用者からの事前の同意が得られた場合には新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応を適

切に評価する観点から、令和２年6月１日付け事務連絡「介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて」に記載
のある算定方法により算定される回数について、提供したサービス提供時間の区分に対応した報酬区分の２区分上位の基本報
酬を算定可（短期入所系は、３日に１回、緊急短期受入加算を算定可）

４．居宅介護支援等に関する事項
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、ケアプランで予定されていたサービス利用等がなくなった場合でも、必要なケア

マネジメント業務を行い、請求にあたって必要な書類の整備を行っていれば、居宅介護支援費の請求可
○ 居宅介護支援のモニタリングについて、感染拡大防止の観点からやむを得ない理由があり、月１回以上の実施ができない場

合についても、柔軟な取扱い可 4

実施主体：都道府県
補助率 ：国 １０／１０

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（介護分）

○ 介護サービスは高齢者やその家族の生活を支え、高齢者の健康を維持する上で不可欠。

感染による重症化リスクが高い高齢者に対する接触を伴うサービスが必要となる介護サービスの特徴を踏まえ、最大限の感染症対策を継続的に行
いつつ、必要なサービスを提供する体制を構築する必要。

○ このため、必要な物資を確保するとともに、感染症対策を徹底しつつ介護サービスを再開し、継続的に提供するための支援を実施。

○ また、新型コロナウイルスの感染防止対策を講じながら介護サービスの継続に努めていただいた職員に対して慰労金を支給する。

環境整備

都道府県

１ 感染症対策の徹底支援
○感染症対策を徹底した上での介護サービス提供を支援

（感染症対策に要する物品購入、外部専門家等による研修実施、感染発生時対
応・衛生用品保管等に柔軟に使える多機能型簡易居室の設置等の感染症対策
実施のためのかかり増し費用）

２ 介護施設・事業所に勤務する職員に対する慰労金の支給

○ 新型コロナウイルス感染症が発生又は濃厚接触者に対応した施設・事業所に
勤務し利用者と接する職員に対して慰労金（20万円）を支給

○ 上記以外の施設・事業所に勤務し利用者と接する職員に対して慰労金（5万円）
を支給
※慰労金支給事業については、令和２年度第２次補正予算により７月以降順次支給
を開始。（なお、令和２年６月30日までに勤務をしており要件を満たす方が対象）

３ 在宅サービス事業所における環境整備への支援
○ 「３つの密」を避けてサービス提供を行うために必要な環境整備を支援

事業内容

交付

事業の流れ

補助額等

職員への
慰労金の
支給

国

交付（１０／１０）

「３つの密」
を避けるた
めの環境整
備に必要な

費用

職員への
慰労金

感染症対策
に必要な物
品や研修等
のかかり増
し費用

感染症対策
の徹底支援

交付

計上所管：厚生労働省

令和２年度第２次補正予算で創設した以下の支援が十分に実施できるよ
う交付金の積み増しを行うもの。

令和２年度第３次補正予算案：７８６億円
※令和２年度第２次補正予算額 ４，１３２億円
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２ 緊急時介護人材応援派遣に係るコーディネート事業
都道府県において、平時から都道府県単位の介護保険施設等の関係団体等と連携・調整し、緊急時に備えた応援体制を構築す

るとともに、介護サービス事業所・施設等で新型コロナウイルスの感染者が発生した場合などに、地域の他の介護サービス事業
所・施設等と連携して当該事業所・施設等に対する支援を実施するために必要な経費を補助する。

新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業
＜地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）＞ 令和３年度予算案：137億円の内数

１ 緊急時介護人材確保・職場環境復旧等支援事業
介護サービスは、要介護高齢者等やその家族の日常生活の維持にとって必要不可欠なものであるため、
・新型コロナウイルス感染症の感染等によりサービス提供に必要な職員が不足した場合でもサービスの継続が求められること
・高齢者の密集を避けるため通所サービスが通常の形で実施できない場合でも代替サービスの提供が求められること

から、新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介護人材を確保するとともに、介護に従事する者が安心・
安全に業務を行うことができるよう感染症が発生した施設等の職場環境の復旧・改善を支援する。

【助成対象事業所】
①新型コロナウイルス感染者が発生又は濃厚接触者に対応した介護サービス事業所・施設等

※休業要請を受けた事業所を含む

②新型コロナウイルス感染症の流行に伴い居宅でサービスを提供する通所系サービス事業所
③感染者が発生した施設等の利用者の受け入れ及び応援職員の派遣を行う事業所【連携支援】

【 対 象 経 費 】
通常の介護サービスの提供では想定されないかかり増し費用を助成

①緊急時の介護人材確保に係る費用
・職員の感染等による人員不足、通所系サービスの代替サービス提供に伴う介護人材の確保（緊急雇用及
び割増賃金（超過勤務手当等））

・家族等への感染防止のための帰宅困難職員の宿泊費用

②職場環境の復旧・環境整備に係る費用
・介護サービス事業所・施設等の消毒、清掃費用、感染性廃棄物の処理費用、感染者又は濃厚接触者が
発生して在庫の不足が見込まれる衛生用品の購入費用
・通所系サービスの代替サービス提供に伴う初動費用

③連携により緊急時の人材確保支援を行うための費用
・感染が発生した施設等からの利用者の受け入れに伴う介護人材の確保（旅費、割増賃金、緊急雇用）
・感染が発生した施設等への介護人材の応援派遣（旅費、割増賃金、緊急雇用）

【 対 象 経 費 】
都道府県や介護サービス事業所との連絡調整及び平時の研修会開催（応援派遣の仕組みの周知及び協力事業所の募集等）、応援者名簿の作成・更

新に携わるコーディネーターの人件費及び活動経費（旅費、通信運搬費等）、研修会開催経費

都道府県（実施主体）

国

施設、事業所等
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介護施設等における感染拡大防止対策に係る支援（地域医療介護総合確保基⾦）

■事業内容
介護施設等において、感染が疑われる

者が発生した場合に、感染拡大のリス
クを低減するためには、ウイルスが外
に漏れないよう、気圧を低くした居室
である陰圧室の設置が有効であること
から、居室に陰圧装置を据えるととも
に簡易的なダクト工事等に必要な費用
について補助

■補助対象施設
入所系の介護施設・事業所

■補助上限額
１施設あたり：432万円×都道府県が認
めた台数（定員が上限）

※ 令和２年度第１次補正予算から実施

〇 介護施設等において、新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、①多床室の個室化に要する改修費、②簡易陰圧装置の設
置に要する費用、③感染拡大防止のためのゾーニング環境等の整備に要する費用を支援する。

令和３年度予算案：549億円（施設分：412億円、人材分：137億円）

② 簡易陰圧装置の設置に要する費⽤

■事業内容
事業継続が必要な介護施設等において、

感染が疑われる者が複数発生して多床
室に分離する場合に備え、感染が疑わ
れる者同士のスペースを空間的に分離
するための個室化（※）に要する改修費に
ついて補助
※可動の壁は可
※天井と壁の間に隙間が生じることは不可

■補助対象施設
入所系の介護施設・事業所

■補助上限額
１定員あたり97.8万円

※ 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金で
実施していた事業を移管

① 多床室の個室化に要する改修費

《多床室》 《個室化》

■事業内容
新型コロナウイルス感染症対策として、

感染発生時対応及び感染拡大防止の観
点からゾーニング環境等の整備に要す
る費用について補助

■補助対象施設
入所系の介護施設・事業所

■補助上限額
① ユニット型施設の各ユニットへの玄関室設

置によるゾーニング：100万円/箇所
② 従来型個室・多床室のゾーニング：600万

円/箇所
③ ２方向から出入りできる家族面会室の整

備：350万円/施設

※ 令和２年度第３次補正予算案から実施

③ 感染拡大防止のためのゾーニング環
境等の整備に要する費⽤

※ 機動的に支援できるよう、新型コロナウイルス発生後、かつ、緊急的に着手せざるを得なかった事業に限り、内示日前のものも補助対象 7

介護現場における感染対策の手引き等について

○ 社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活を継続する上で⽋かせないものであり、⼗分な感染防止対
策を前提として、利用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要。

○ 今般、新型コロナウイルス感染症に限らず、介護現場で必要な感染症の知識や対応方法など、介護現場における感染対策⼒の向上を目
的に、「介護現場における感染対策の手引き（第１版）」等を作成。

○ 介護職員の方においては、日常のケアを⾏う上での必要な感染対策の知識や手技の習得のための手引きとして、介護施設・事業所の施
設⻑・管理者の方においては、その役割と感染管理体制の構築のための手引きとして活用が可能。

・感染症の基礎知識
・日頃からの感染対策と感染症発生時の対応
・新型コロナウイルス感染症への対応
・各種感染症における対応 等

介護現場における感染対策の⼿引き【第1版】

✤ 主な内容

✤ ポイント
介護職員等が、感染症の重症化リスクが高い高齢者等に対して介護保険サービスを安全かつ継続的に提

供するため、さらには職員自身の健康を守るため、感染対策の知識を習得して実践できるように、
 着実な感染対策を実践できるよう基礎的な情報から、

感染症発生時におけるサービス提供時の注意点等を掲載
 感染管理体制を整備するために必要な基礎的な情報から

感染管理体制の在り方および感染症発生時の対応等について掲載
「第Ⅰ章総論」「第Ⅱ章新型コロナウイルス感染症」「第Ⅲ章感染症各論」
「第Ⅳ章参考」の４部構成

介護職員のための感染対策マニュアル
感染対策普及リーフレット

手引きの概要版として、介護職員向けにポイントを掲載
（施設系・通所系・訪問系ごとに作成）

マニュアル

リーフレット 手洗いや排泄物・嘔吐物処理の手順等をわかりやすく掲載
「⾒てすぐ実践︕」ができるように、ポスターとしても利用可能

（第1版として令和2年10月1日時点の取りまとめ。感染症の流⾏や検査・治療等の変化に応じて⾒直し予定）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html

こちらのリンクから
閲覧できます！
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介護施設・事業所における業務継続計画（BCP）ガイドラインについて
○ 介護サービスは、利用者の方々やその家族の生活に⽋かせないものであり、感染症や自然災害が発生した場合で
あっても、利用者に対して必要なサービスが安定的・継続的に提供されることが重要。

○ 必要なサービスを継続的に提供するためには、また、仮に⼀時中断した場合であっても早期の業務再開を図るため
には、業務継続計画（BusinessContinuityPlan）の策定が重要であることから、その策定を支援するため、介護施
設・事業所における業務継続ガイドライン等を作成。

・BCPとは ・新型コロナウイルス感染症BCPとは（自然災害BCPとの違い）
・介護サービス事業者に求められる役割 ・BCP作成のポイント
・新型コロナウイルス感染（疑い）者発生時の対応等（入所系・通所系・訪問系） 等

介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン

✤ 主な内容

✤ ポイント  各施設・事業所において、新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応や、それら
を踏まえて平時から準備・検討しておくべきことを、サービス類型に応じた業務継続ガ
イドラインとして整理。

 ガイドラインを参考に、各施設・事業所において具体的な対応を検討し、それらの内容
を記載することでBCPが作成できるよう、参考となる「ひな形」を用意。

介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン

（令和２年12月11日作成。必要に応じ更新予定。）
掲載場所︓https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html

 各施設・事業所において、自然災害に備え、介護サービスの業務継続のために平時から
準備・検討しておくべきことや発生時の対応について、サービス類型に応じた業務継続
ガイドラインとして整理。

 ガイドラインを参考に、各施設・事業所において具体的な対応を検討し、それらの内容
を記載することでBCPが作成できるよう、参考となる「ひな形」を用意。

✤ ポイント

✤ 主な内容 ・BCPとは ・防災計画と自然災害BCPの違い
・介護サービス事業者に求められる役割 ・BCP作成のポイント
・自然災害発生に備えた対応、発生時の対応（各サービス共通事項、通所固有、訪問固有、
居宅介護支援固有事項） 等
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都
道
府
県

介護保険施設等
の関係団体

コーディネーター
（全国に配置）

協力施設

協力施設

感染者発生
施設

応援可能な
職員登録

厚生労働省

関係団体
全国本部

応援可能な
職員登録

財政支援

連携

連携・調整

連携

連携

物資供給

職員派遣

職員派遣

専門家派遣

○全国の都道府県ごとに、介護保険施設等の関係団体にコーディネーターを配置。
○あらかじめ応援可能な職員登録を行う等、平時から、サービス提供者を確保・派遣するスキームを構築。
○感染者等が発生した場合は、速やかに応援職員を派遣。
○都道府県は、必要な物資の供給や専門家を派遣。

職員不足

緊急時等に備えた平時からの応援体制の構築
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２． 地域共生社会の実現に向けた制度改正
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2018年度 2019年度 2020年度 2021年度～

介護保険
事業計画

介護報酬改定
のスケジュール

制度改正等の
スケジュール

第７期介護保険事業計画

改正介護
保険法
成立

介護給付費分科会で議論

第８期介護保険事業計画に向けたスケジュール

介護保険
部会で議論

第８期介護保険
事業計画

基
本
的
な
考
え
方
の
整
理
・

と
り
ま
と
め

諮
問
・
答
申

３月 ９月 12月 年明け

各
サ
ー
ビ
ス

横
断
事
項

・
論
点
に
つ
い
て
更
な
る
検
討

・
事
業
者
団
体
ヒ
ア
リ
ン
グ

各
サ
ー
ビ
ス

横
断
事
項

・
主
な
論
点
に
つ
い
て
議
論

介護保険事業
計画に係る基
本指針の提示

・
経
営
状
況
等
の
調
査
の
公
表
10
月
末

・
基
本
的
な
視
点
10
月
上
旬

12

地域共生社会の実現と２０４０年への備え

保険者機能の強化

制度の持続可能性の確保のための⾒直しを不断に実施

データ利活⽤のためのＩＣＴ基盤整備

介護保険制度改⾰

２．地域包括ケアシステムの推進
〜地域特性等に応じた介護基盤整備
・質の⾼いケアマネジメント〜

３．介護現場の⾰新
〜人材確保・生産性の向上〜

１．介護予防・地域づくりの推進
〜健康寿命の延伸〜

／「共生」･「予防」を両輪とする認知症施策の総合
的推進

社会福祉・介護保険制度改⾰

２．社会福祉連携推進法人の創設
社会福祉法人の経営基盤強化、連携強化により、人材確保や地域貢献活動を後押し

① 相談支援
② 参加支援
③ 地域づくりに向けた支援

〜 一体的に実施するための体制整備 〜

１．包括的な支援体制の構築
社会福祉制度改⾰
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地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律の概要（令和2年法律第52号, R2.6.12公布）

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点
から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護の
データ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制度の創設等の所要の措置を講ずる。

改正の趣旨

令和３年４月１日(ただし、３②及び５は公布の日から２年を超えない範囲の政令で定める日、３③及び４③は公布日)

施行期日

改正の概要

※地域共生社会：子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる社会（ニッポン一億総活躍プラン（平成28年６月２日閣議決定））

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援 【社会福祉法、介護保険法】
市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援体制の整備を行う、新たな事業

及びその財政支援等の規定を創設するとともに、関係法律の規定の整備を行う。

２．地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 【介護保険法、老人福祉法】
① 認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義務を規定する。
② 市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定する。
③ 介護保険事業（支援）計画の作成にあたり、当該市町村の人口構造の変化の見通しの勘案、高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き

高齢者向け住宅）の設置状況の記載事項への追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化を行う。

３．医療・介護のデータ基盤の整備の推進 【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】
① 介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状態や提供される介護サービスの内容の情報、地域支援事業の
情報の提供を求めることができると規定する。

② 医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデータベース（介護DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、
社会保険診療報酬支払基金等が被保険者番号の履歴を活用し、正確な連結に必要な情報を安全性を担保しつつ提供することができることとする。

③ 社会保険診療報酬支払基金の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関等が行うオンライン資格確認の実施に必要な物品の調達・
提供の業務を追加する。

４．介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 【介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】
① 介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取組を追加する。
② 有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための見直しを行う。
③ 介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現行５年間の経過措置を、さらに５年間延長する。

５．社会福祉連携推進法人制度の創設 【社会福祉法】
社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を推進する社会福祉連携推進法人制度を創設する。
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１ 設置の趣旨
共同体の機能の一層の低下、人⼝減少による地域の持続への懸念などの近年の社会の変化や、地域の実践において生まれつつある新しい価値観の萌

芽を踏まえ、今後の社会保障制度のあり⽅をどのように考えていくかという、中⻑期的な観点も念頭に置きつつ、当面の課題として、平成29年介護保険法
等改正法の附則に規定される公布後３年（令和２年）の⾒直し規定に基づく、市町村における包括的な⽀援体制の全国的な整備を推進する⽅策に
ついて検討を進めるため、有識者による検討会を開催する。

２ 主な検討項目
・ 次期社会福祉法改正に向けた市町村における包括的な⽀援体制の整備のあり⽅
・ 地域共生社会の実現に向け、中⻑期の視点から社会保障・生活⽀援において今後強化すべき機能 等

３ 構成員 (敬称略・五⼗⾳順)

４ 審議スケジュール・開催状況
（第１回）2019年 ５月16日（木） 地域共生社会に向けた検討の経緯・議論の状況について
（第２回）2019年 ５月28日（火） 関係者からのヒアリング等
（第３回）2019年 ６月13日（木） 包括的な⽀援について①
（第４回）2019年 ７月 ５日（⾦） 包括的な⽀援について②
（第５回）2019年 ７月16日（火） 中間とりまとめ案について
（第６回）2019年10月15日（火） 新たな事業の枠組みについて・関係者からのヒアリング
（第７回）2019年10月31日（木） 包括的⽀援体制の構築に向けた基本的な考え⽅・関係者からのヒアリング
（第８回）2019年11月18日（月） これまでの議論をふまえた整理
（第９回）2019年12月10日（火） 最終とりまとめ案について

地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会

朝⽐奈 ミカ 中核地域生活⽀援センターがじゅまる センター⻑
池田 洋光 ⾼知県中⼟佐町⻑
池田 昌弘 NPO法人全国コミュニティライフサポートセンター 理事⻑
大原 裕介 社会福祉法人ゆうゆう 理事⻑
奥山 千鶴子 NPO法人子育てひろば全国連絡協議会 理事⻑
加藤 恵 社会福祉法人半田市社会福祉協議会

半田市障がい者相談⽀援センター センター⻑
菊池 馨実 早稲田大学法学学術院 教授
佐保 昌一 日本労働組合総連合会 総合政策推進局⻑（第７回から）
助川 未枝保 船橋市三山・田喜野井地域包括⽀援センター センター⻑
⽴岡 学 一般社団法人パーソナルサポートセンター 業務執⾏常務理事

田中 滋 埼⽟県⽴大学 理事⻑
知久 清志 埼⽟県福祉部⻑
野澤 和弘 一般社団法人スローコミュニケーション 代表

植草学園大学 客員教授
原田 正樹 日本福祉大学 副学⻑
平川 則男 日本労働組合総連合会 総合政策局⻑ (第６回まで）
堀田 聰子 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科 教授
本郷谷 健次 千葉県松⼾市⻑
宮島 渡 全国⼩規模多機能型居宅介護事業者連絡会 代表

◎宮本 太郎 中央大学法学部 教授
室田 信一 首都大学東京人文社会学部人間社会学科 准教授

（◎︓座⻑）

※ 本検討会は、社会・援護局⻑の下に置くこととし、庶務は地域福祉課において⾏う。 15

○地域住民が抱える課題が複雑化・複合化（※）する中、従来の支援体制では課題がある。
▼属性別の支援体制では、複合課題や狭間のニーズへの対応が困難。

▼属性を超えた相談窓口の設置等の動きがあるが、各制度の国庫補助金等の目的外流用を避けるための経費按分に係る事務負担が大きい。

○このため、属性を問わない包括的な支援体制の構築を、市町村が、創意工夫をもって円滑に実施できる仕組みとすることが必要。

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の重層的な支援体制の構築の支援

※Ⅰ～Ⅲの３つの支援を一体的に取り組むことで、相互作用が生じ支援の効果が高まる。
（ア）狭間のニーズにも対応し、相談者が適切な支援につながりやすくなることで、相談支援が効果的に機能する
（イ）地域づくりが進み、地域で人と人とのつながりができることで、課題を抱える住民に対する気づきが生まれ、相談支援へ早期につながる
（ウ）災害時の円滑な対応にもつながる

○市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を
構築するため、Ⅰ相談支援、Ⅱ参加支援、Ⅲ地域づくりに向けた支援を一体的に実施する事業を創設する。

○新たな事業は実施を希望する市町村の手あげに基づく任意事業。ただし、事業実施の際には、Ⅰ～Ⅲの支援は必須

○新たな事業を実施する市町村に対して、相談・地域づくり関連事業に係る補助等について一体的に執行できるよう、交付金を交付する。

社会福祉法に基づく新たな事業（「重層的支援体制整備事業」）の創設

（※）一つの世帯に複数の課題が存在している状態（8050世帯や、介護と
育児のダブルケアなど）、世帯全体が孤立している状態（ごみ屋敷など）

○ 各支援機関・拠点が、属性を超えた支援を
円滑に行うことを可能とするため、国の財政支
援に関し、高齢、障害、子ども、生活困窮の各
制度の関連事業について、一体的な執行を行
う。

現行の仕組み

高齢分野の
相談・地域づくり

障害分野の
相談・地域づくり

子ども分野の
相談・地域づくり

生活困窮分野の
相談・地域づくり

重層的支援体制

属性・世代を
問わない

相談・地域づく
りの実施体制

相談支援・地域づくり事業の一体的実施
新たな事業の全体像

（参考）モデル事業実施自治体数 H28年度:26  H29年度:85   H30年度:151  R元年度:208

⇒新たな参加の場が生ま
れ、地域の活動が活性化

住民同士の顔の見える関係性の育成支援

Ⅲ 地域づくりに向けた支援

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保
・多分野のプラットフォーム形成など、交流・参加・学びの機会のコーディネート

Ⅰ～Ⅲを通じ、
・継続的な伴走支援

・多機関協働による
支援を実施

包括的な
相談支援の体制

Ⅰ 相談支援

・属性や世代を問わない相談の受け止め
・多機関の協働をコーディネート
・アウトリーチも実施

就労支援

Ⅱ 参加支援

・既存の取組で対応できる場合は、既存の取組を活用
・既存の取組では対応できない狭間のニーズにも対応
（既存の地域資源の活用方法の拡充）

生活困窮者の就労体験に、経済的な困窮状態にない
ひきこもり状態の者を受け入れる 等

⾒守り等居住支援（狭間のニーズへの
対応の具体例）
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現行 改正案

第五条の二 国及び地方公共団体は、認知症（脳血管疾患、アルツハイマー病そ
の他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障が生じる程度にま
で記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態をいう。以下同じ。）に対する
国民の関心及び理解を深め、認知症である者への支援が適切に行われるよう、
認知症に関する知識の普及及び啓発に努めなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、被保険者に対して認知症に係る適切な保健医療サー
ビス及び福祉サービスを提供するため、認知症の予防、診断及び治療並びに認
知症である者の心身の特性に応じたリハビリテーション及び介護方法に関する調
査研究の推進並びにその成果の活用に努めるとともに、

認知症である者を現に介護する者の支援並びに認知症である者の支援に係る
人材の確保及び資質の向上を図るために必要な措置を講ずることその他の認知
症に関する施策を総合的に推進するよう努めなければならない。

３ 国及び地方公共団体は、前項の施策の推進に当たっては、認知症である者及
びその家族の意向の尊重に配慮するよう努めなければならない。

第五条の二 国及び地方公共団体は、認知症（アルツハイマー病その他の神経変
性疾患、脳血管疾患その他の疾患により日常生活に支障が生じる程度にまで認
知機能が低下した状態として政令で定める状態をいう。以下同じ。）に対する国民
の関心及び理解を深め、認知症である者への支援が適切に行われるよう、認知
症に関する知識の普及及び啓発に努めなければならない。

２ 国及び地方公共団体は、被保険者に対して認知症に係る適切な保健医療サー
ビス及び福祉サービスを提供するため、研究機関、医療機関、介護サービス事業
者（第百十五条の三十二第一項に規定する介護サービス事業者をいう。）等と連
携し、認知症の予防、診断及び治療並びに認知症である者の心身の特性に応じ
たリハビリテーション及び介護方法に関する調査研究の推進に努めるとともに、
その成果を普及し、活用し、及び発展させるよう努めなければならない。

３ 国及び地方公共団体は、地域における認知症である者への支援体制を整備す
ること、認知症である者を現に介護する者の支援並びに認知症である者の支援
に係る人材の確保及び資質の向上を図るために必要な措置を講ずることその他
の認知症に関する施策を総合的に推進するよう努めなければならない。

４ 国及び地方公共団体は、前三項の施策の推進に当たっては、認知症である者
及びその家族の意向の尊重に配慮するとともに、認知症である者が地域社会に
おいて尊厳を保持しつつ他の人々と共生することができるように努めなければな
らない。

認知症施策の総合的な推進（改正内容）

参考条文：認知症施策の総合的な推進に係る規定の見直し内容（介護保険法第５条の２）

○認知症施策推進大綱（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣僚会議決定）等を踏まえ、以下の規定を整備

① 国・地方公共団体の努力義務として、以下の内容を追加的に規定（介護保険法第５条の２）
・ 認知症の予防等の調査研究について、項を分け、関連機関との連携や、成果の普及・発展させることを規定
・ 地域における認知症の人への支援体制の整備（チームオレンジ）を位置づけ
・ 施策の推進にあたって、認知症の人が地域社会において尊厳を保持しつつ他の人々と共生することができるようにすること

を規定
（※）上記の他、「認知症」の規定について、最新の医学の診断基準に則し、また、今後の変化に柔軟に対応できる規定に見直す。

② 介護保険事業計画の記載事項を拡充し、教育・地域づくり・雇用等の他分野の関連施策との連携など、認知症施策の総合
的な推進に関する事項を追加（介護保険法第117条第３項）

２.①関係
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【財源構
成】

国 25%
都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
23%

2号保険料
27%

【財源構
成】

国 38.5%
都道府県
19.25%

市町村
19.25%

1号保険料
23%

予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営

（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症総合支援事業
（認知症初期集中支援事業、認知症地域支援・ケア
向上事業 等）

○生活支援体制整備事業
（コーディネーターの配置、協議体の設置 等）

予防給付（要支援1～２）

充
実

改正前と同様

事業に移行
訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全市町村で
実施

地域支援事業の全体像（平成26年改正前後）
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総合事業の対象者の弾⼒化

※ 介護予防・生活⽀援サービス事業のサービス類型
訪問型/通所型
従前相当サービス

訪問型/通所型
サービスA

訪問型/通所型
サービスB

訪問型/通所型
サービスC

訪問型
サービスD

内容 従前の予防給付相当 緩和された基準 住⺠主体 短期集中予防 住⺠主体の移動⽀援
提供方法 事業者指定 事業者指定、委託 補助 直接実施、委託 補助

○介護保険制度の⾒直しに関する意⾒書（令和元年12月27日）（抄）
・現在、総合事業の対象者が要⽀援者等に限定されており、要介護認定を受けると、それまで受けていた総合事業のサービスの利⽤が継続でき
なくなる点について、本人の希望を踏まえて地域とのつながりを継続することを可能とする観点から、介護保険の給付が受けられることを前提とし
つつ、弾⼒化を⾏うことが重要である。

・国がサービス価格の上限を定める仕組みについて、市町村が創意工夫を発揮できるようにするため、弾⼒化を⾏うことが重要である

○対象者の追加イメージ
介護保険法
・要⽀援者その他の省令
で定める者

介護保険法施⾏規則
①要⽀援者
②チェックリスト該当者

今回の改正で追加
③ 市町村の補助により実施されるサービス（住⺠主体サービス）

を、要⽀援等から継続的に利⽤する要介護者

○介護保険法施⾏規則の⼀部を改正する省令（令和２年10月22日厚⽣労働省令第176号）
① 総合事業の対象者の弾⼒化 【第140条の62の４関係】
・介護予防・生活⽀援サービス事業の対象者に、当該事業における補助により実施されるサービス（住⺠主体のサービス）を継続的

に利⽤する要介護者を追加する。
② 総合事業のサービス価格の上限の弾⼒化 【第140条の63の２関係】
・介護予防・生活⽀援サービス事業のサービス価格について、国が定める額を勘案して市町村が定める額とする。
※施⾏日は令和３年４月１日
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１．改正内容
・ 認知症に関する施策を総務課から振興課に移管する。
・ これに伴い、振興課の名称を「認知症施策・地域介護推進課」に改めるとともに、認知症総合戦略企画官

及び地域づくり推進室を設置する。

２．老健局組織図（新旧）
【令和２年８月６日以前】 【令和２年８月７日以降】

令和２年８月７日をもって、地域における認知症に関する施策と地域支援事業とを一体的に推進する観点から、
以下のとおり組織及び事務分掌を改正

老健局の組織及び事務分掌の改正
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３．認知症施策の推進

認 知 症 の 人 の 将 来 推 計 に つ い て

年
平成24年
（2012）

平成27年
(2015)

令和2年
(2020)

令和7年
(2025)

令和12年
(2030)

令和22年
(2040)

令和32年
(2050)

令和42年
(2060)

各年齢の認知症有病
率が一定の場合の将

来推計

人数/(率) 462万人

15.0％

517万人

15.7％

602万人
17.2％

675万人
19.0％

744万人
20.8％

802万人
21.4％

797万人
21.8％

850万人
25.3％

各年齢の認知症有病
率が上昇する場合の

将来推計

人数/(率)

525万人
16.0％

631万人
18.0％

730万人
20.6％

830万人
23.2％

953万人
25.4％

1016万
人27.8％

1154万
人34.3％

「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成２６年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授）による速報値

年齢階級別の有病率について（一万人コホート年齢階級別の認知症有病率）

日本医療研究開発機構 認知症研究開発事業 「健康長寿社会の実現を目指した大規模認知症コホート研究」
悉皆調査を行った福岡県久山町、石川県中島町、愛媛県中山町における認知症有病率調査結果（解析対象 5,073人）
研究代表者 二宮利治（九州大学大学院）提供のデータより作図

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

65-69 70-74 75-79 80-84 85-89 90+

64.2
71.8

42.4
35.6
48.5
44.3

20.0
24.0
22.4

9.6
11.0
10.4

3.4
3.8
3.6

1.5
1.6
1.5
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④ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の
人への支援・社会参加支援

⑤ 研究開発・産業促進・国際展開

③ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援

【基本的考え方】
認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し認知

症の人や家族の視点を重視しながら｢共生｣と｢予防｣※を⾞の両輪として施策を推進

① 普及啓発・本人発信支援

② 予防

※1 「共生」とは、認知症の人が、尊厳と希望を持って認知症とともに⽣きる、また、認知症があってもなくても同じ社会でともに⽣きるという意味
※2  「予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進⾏を緩やかにする」という意味

・企業・職域での認知症サポーター養成の推進
・「認知症とともに生きる希望宣言」の展開 等

・高齢者等が身近で通える場「通いの場」の拡充
・エビデンスの収集・普及 等

・早期発⾒・早期対応の体制の質の向上、連携強化
・家族教室や家族同士のピア活動等の推進 等

・認知症になっても利用しやすい生活環境づくり
・企業認証・表彰の仕組みの検討
・社会参加活動等の推進 等

・薬剤治験に即応できるコホートの構築 等

具体的な施策の５つの柱

○ 認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身
近な人が認知症になることなども含め、多くの人
にとって身近なものとなっている。

○ 生活上の困難が生じた場合でも、重症化を予防
しつつ、周囲や地域の理解と協⼒の下、本人が希
望を持って前を向き、⼒を活かしていくことで極
⼒それを減らし、住み慣れた地域の中で尊厳が守
られ、自分らしく暮らし続けることができる社会
を目指す。

○ 運動不⾜の改善、糖尿病や高⾎圧症等の生活習
慣病の予防、社会参加による社会的孤⽴の解消や
役割の保持等が、認知症の発症を遅らせることが
できる可能性が示唆されていることを踏まえ、予
防に関するエビデンスを収集・普及し、正しい理
解に基づき、予防を含めた認知症への「備え」と
しての取組を促す。結果として70歳代での発症
を10年間で1歳遅らせることを目指す。また、認
知症の発症や進⾏の仕組みの解明や予防法・診断
法・治療法等の研究開発を進める。

コンセプト

認知症施策推進大綱（概要）（令和元年６月１８日認知症施策推進関係閣僚会議決定）

認
知
症
の
人
や
家
族
の
視
点
の
重
視
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◆ 令和元年６月に政府においてとりまとめられた「認知症施策推進大綱」（令和元年６月18日認知症施策推進関係閣
僚会議決定）に基づき、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、
「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進していく。

①認知症に係る地域支援事業の充実 【86億円の内数（社会保障充実分）】
・認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員の設置 ・「チームオレンジ」の全国展開の推進

②認知症施策推進大綱の取組の推進（認知症総合戦略推進事業） 【5.5億円（3.9億円）】
・広域的な認知症高齢者見守りの推進 ・認知症の普及相談、理解の促進 ・若年性認知症支援体制の拡充 ・認知症本人のピア活動の促進
・認知症本人・家族に対する伴走型の支援拠点の整備

⑤成年後見制度の利用促進 【5.9億円（8.0億円）】 【82億円の内数等】
・成年後見制度利用促進のための相談機関やネットワークの構築などの体制整備 ・市⺠後見人等の育成 ・成年後見人等への報酬

⑦その他
・認知症サポーターの養成 ・認知症介護研究・研修センターの運営、認知症サポート医の養成、介護従事者による認知症ケアの向上の

ための研修の実施等の人材育成 等

⑥認知症研究の推進 【11.8億円（11.6億円）】
・認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル等に関する研究開発 ・認知症実態調査など認知症施策推進のための研究

認知症施策関連予算: 令和３年度予算案： 約125億円 (約125億円)

③認知症疾患医療センターの機能強化・整備促進 【12.6億円（12.4億円）】
・地域での認知症医療提供体制の拠点としての活動の支援
・地域包括支援センター等地域の関係機関とも連携した診断後等の支援の強化

認知症施策推進大綱に基づく施策の推進

④認知症理解のための普及啓発等 【40百万円（32百万円）】
・認知症への社会の理解を深めるための普及・啓発 ・日本認知症官⺠協議会を核とした社会全体の取組の推進（認証制度の創設等）
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＜認知症施策推進大綱（抜粋） 基本的考え方＞

○ 地域や職域で認知症の人や家族を手助けする認知症サポーターの養成を進めるとともに、生活環境の中で
認知症の人と関わる機会が多いことが想定される小売業・金融機関・公共交通機関等の従業員等向けの養
成講座の開催の機会の拡大や、学校教育等における認知症の人などを含む高齢者への理解の推進、地域の
高齢者等の保健医療・介護等に関する総合相談窓口である地域包括支援センター及び認知症疾患医療セン
ターの周知の強化に取り組む。

○ 地域で暮らす認知症の人本人とともに普及啓発を進め、認知症の人本人が自らの言葉で語り、認知症に
なっても希望を持って前を向いて暮らすことができている姿等を積極的に発信していく。

○ 地域の高齢者等の保健医療・介護等に関する総合相談窓口である地域包括支援センター及び認知症疾患医
療センターを含めた認知症に関する相談体制を地域ごとに整備し、ホームページ等を活用した窓口へのア
クセス手段についても総合的に整備する。また、その際に「認知症ケアパス」を積極的に活用し、認知症
に関する基礎的な情報とともに、具体的な相談先や受診先の利用方法等が明確に伝わるようにする。

１．普及啓発・本人発信支援

＜主な内容＞
○ 認知症サポーター
・ 企業・職域でのサポーター養成講座の拡充
・ サポーターの養成 ＋ 地域の支援ニーズとつなぐ仕組みの強化

○ 認知症本人からの発信機会の拡大
・ 「認知症とともに生きる希望宣言」等の更なる展開
・ ピアサポートの支援の推進 等
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【目標値】 ◆２０２０年度末 １,２００万人 （２０２０（令和２年）６月末実績 １，２６８万人）

◆２０２５（令和７）年末 企業・職域型の認知症サポーター養成数４００万人

～各種養成講座～

《キャラバンメイト養成研修》

■実施主体：都道府県、市町村、全国的な職域団体等

■目 的 ：地域、職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役

である「キャラバンメイト」を養成

■内 容 ：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、

対象別の企画手法、カリキュラム等をグループワークで学ぶ。

《認知症サポーター養成講座》

■実施主体：都道府県、市町村、職域団体等

■対 象 者 ： 〈住民〉自治会、老人ｸﾗﾌﾞ､民生委員、家族会、防災・防犯組織 等

〈職域〉企業、銀行等金融機関、消防、警察、スーパーマーケット

コンビニエンスストア、宅配業、公共交通機関 等

〈学校〉小中高等学校、教職員、ＰＴＡ 等

【認知症サポーター】

認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対して、できる範囲での
手助けをする人

「認知症サポーター養成講座 DVD」
～スーパーマーケット編、マンション管理者編、

金融機関編、交通機関編、訪問業務編～

認知症施策推進大綱認知症サポーターの養成
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チームオレンジの取組の推進

◆「チームオレンジ」とは
診断後の早期の空白期間等における心理面・生活面の早期からの支援として、市町村がコーディネーター（※）を
配置し、地域において把握した認知症の方の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等と認知症サポーター（基本となる
認知症サポーター養成講座に加え、ステップアップ講座を受講した者）を中心とした支援者をつなぐ仕組み。

（※）認知症地域支援推進員を活用しても可

【事業名】認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業（地域支援事業交付金）
【認知症施策推進大綱：KPI／目標】２０２５（令和７）年

・全市町村で、本人・家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支援を繋ぐ仕組み（チームオレンジなど）を整備

【実績】令和元年度末で33都道府県87市町村にて、153チームが設置され、3,118名のチーム員が活動している。

チームオレンジ三つの基本
①ステップアップ講座修了及び予定のサポーターでチームが組まれている。
②認知症の人もチームの一員として参加している。（認知症の人の社会参加）
③認知症の人と家族の困りごとを早期から継続して支援ができる

認知症当事者も地域を支える一員として活躍し、社会参加することを後押しするとともに、
認知症サポーターの更なる活躍の場を整備

※チームオレンジによる支援はボランティア
で行うことが望ましい。（地域医療介護
総合確保基金を活用した介護人材確保の
ためのボランティアポイントの仕組みの
活用も可能）

※認知症施策・地域介護推進課実施状況調べによる
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◆ 令和元年６月に政府においてとりまとめられた「認知症施策推進大綱」において「「認知症とともに生きる希望宣
言」について、「認知症本人大使（希望宣言大使（仮称））」を創設すること等により、本人等による普及活動を支援す
る。」ことが掲げられたことを踏まえ、年代、性別のほか地域性も考慮して、令和２年１月20日に５名の「希望大使」
（丹野智文さん、藤田和子さん、柿下秋男さん、春原治子さん、渡邊康平さん）を任命

認知症の人本人からの発信の支援（希望大使の任命）

13

認知症本人大使「希望大使」任命イベント〜私たちと⼀緒に希望の輪を広げよう〜を１月20日に開催

希望大使は、国が行う認知症の普及啓発活動への参加・
協力や国際的な会合への参加、希望宣言の紹介等を行う

認知症の人本人が自らの言葉で語り、認知症になっても希望を持って前を向いて暮らすことができている姿等を積極的に発信

■認知症とともに生きる希望宣言
（（⼀社）日本認知症本人ワーキンググループが作成）

←「私たちの体験を生かし、希望をもって暮らせる社会を作り出そう」
をテーマに希望ミーティングを実施

認知症の人本人からの発信の支援（認知症本人大使の任命）

28

○ 認知症の方やその家族は、診断直後等は認知症の受容や今後の見通しなど大きな不安を抱えているため、前向き
な一歩を踏み出せるよう、心理面、生活面の早期からの支援として、認知症の方の悩みや家族の身近な生活支援
ニーズ等を把握し、認知症の方による相談支援（ピアサポート活動支援事業）を実施。

○ 認知症の人の心理的な負担の軽減を図るとともに、認知症の人が地域を支える一員として活躍し、社会参加する
ことを後押ししていく。

ピアサポーターによる本人支援の推進

【事業名】ピアサポート活動支援事業 （認知症総合戦略推進事業）
【目 標】２０２５（令和７）年までに全都道府県においてピアサポーターによる本人支援を実施
【実 績】７県実施（２０１９（令和元）年度末）

本人活動を希望する
認知症本人

都道府県・指定都市の取組
・仕組みづくりに関する検討会の開催
・ピアサポーターの登録
・ピアサポートチームの結成

ピアサポートの活動内容
・相談支援 ・当事者同士の交流（本人ミーティングへの誘い・同行）等

※都道府県・指定都市は、当事者団体等へ委託することも可
※補助対象経費は検討会、事業の運営（ピア活動の謝金、会場借料）、広報・普及等

※認知症施策・地域介護推進課実施状況調べによる
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＜認知症施策推進大綱（抜粋）基本的な考え方＞

○ 認知症予防には、認知症の発症遅延や発症リスク低減（一次予防）、早期発見・早期対応（二次予防）、
重症化予防、機能維持、行動・心理症状（以下「ＢＰＳＤ」という。）の予防・対応（三次予防）があり、
本大綱における「予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせ
る」「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味である。

○ 地域において高齢者が身近に通える場を拡充するとともに、認知症の人のみならず一般住民や高齢者全
般を対象に整備されている社会参加活動・学習等の活動の場も活用し、認知症予防に資する可能性のある
活動を推進する。

○ エビデンスの収集・分析を進め、認知症予防のための活動の進め方に関する手引きを作成する。自治体
における認知症の予防に資すると考えられる活動事例を収集し横展開を図る。

○ 認知症予防に資すると考えられる民間の商品やサービスに関して、評価・認証の仕組みを検討する。

２．予防

＜主な内容＞
○ 「予防」＝「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても

進行を緩やかにする」
○ 「通いの場」の拡充 等

→ 認知症予防に資する可能性のある活動の推進
○ 予防に関するエビデンスの収集・分析

活動事例収集の横展開、活動の手引きの作成 等

30

◆社会参加と介護予防効果の関係
○ スポーツ関係・ボランティア・趣味関係のグループ等への社会参加の割合が高い地域ほど、転倒や認知症やうつの
リスクが低い傾向がみられる。
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（主な経費内容）
・作業実施の指導・訓練に関する人件費（農家等への謝礼）や介護支援が必要な場合の人件費
・作業実施のための諸経費（器具の購入）やイベント（マルシェ）の開催
・商品の売上げは、支援の対象者である高齢者の有償ボランティアの謝金等として事業費に充てつつ、不足部分を支援

※ １市町村あたり、3カ所の実施を想定（財源の範囲内で１市町村当たり、最大5カ所まで）。

（具体的な取組例）
・ 市町村が適当と認めた事業者による農業、商品の製造・販売、食堂の運営、地域活動等の社会参加に対する支援
・ 社会参加活動を行うに当たり、事業者に専門家を派遣する等により活動を実施するために必要な助言や、十分なノウハウを
有していない者に対する技術・専門知識の指導・助言

・ 市町村が適当と認めた事業者によるマルシェ等イベントの開催支援
・ 社会参加活動に関する好事例を収集し、関係者で共有するなどの意識啓発
・ 社会参加活動を行うために必要な農業生産者や企業等とのマッチング支援

○ 認知症を有する人をはじめとする高齢者の中には、これまでの経験等を生かして活躍したいとの声が少なくない。地域において「生きが
い」をもった生活や認知症予防等の介護予防に資するよう、認知症地域支援推進員の取組として、新たに社会参加活動のための体制整備
を地域支援事業に位置づけ、その取組を支援。

令和２年度予算︓267億円の内数

社会参加活動や認知症予防のための体制整備
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＜認知症施策推進大綱（抜粋） 基本的な考え方＞

○ 認知機能低下のある人（軽度認知障害（ＭＣＩ)含む。以下同じ。）や、認知症の人に対して、早期発見・早
期対応が行えるよう、かかりつけ医、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援
チーム、認知症疾患医療センター等の更なる質の向上を図るとともに、これらの間の連携を強化する。

○ 医療・介護従事者の認知症対応力を向上するため研修を実施する。ＩＣＴ化、作成文書の見直し等による介
護事業所における生産性の向上や「介護現場革新会議」の基本方針に基づく取組等により、介護現場の業務効
率化や環境改善等を進め、介護人材の確保・定着を図る。

○ ＢＰＳＤの対応ガイドラインを作成し周知するなどにより、ＢＰＳＤの予防や適切な対応を推進する。

○ 認知症の人及びその介護者となった家族等が集う認知症カフェ、家族教室や家族同士のピア活動等の取組を
推進し、家族等の負担軽減を図る。

３．医療・ケア・介護サービス・介護者への支援

＜主な内容＞
○ 早期発見、早期対応の体制整備を更に推進

→ 連携の強化、質の向上
○ 医療従事者・介護従事者の認知症対応力の向上
○ 介護サービス基盤の整備、生産性の向上
○ 介護者の負担軽減を更に推進

・ 認知症カフェの推進、家族教室など
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紹介
診断・
指導

連携

近隣地域

○ 専門的な鑑別診断
○ 定期的なアセスメント
○ 行動・心理症状外来対応
○ 地域連携

●認知症疾患医療センター等

複数の専門職による個別の訪問支援
（受診勧奨や本人・家族へのサポート等）

認知症サポート医
である専門医（嘱託）

●認知症初期集中支援チーム

医療系＋介護系職員（保健師、看護師、介護
福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等）

相
談

情
報

提
供

指
導

助
言

●認知症地域支援推進員
地域の実態に応じた認知症施策の推進
（医療・介護・地域資源と専門相談等）

訪問
（観察・評価）

日常診療・相談

診断・指導

紹介

●かかりつけ医、歯科医師
薬剤師、看護師等

○ 早期段階での発見・気づき
○ 専門医療機関への受診誘導
○ 本人の診察・相談、家族の相談

連携

●認知症サポート医
○ かかりつけ医の相談役
○ 地域連携
○ 正しい知識の普及啓発

認知症予防から人生の最終段階まで、認知症の容態に応じ、相談先や、いつ、どこで、どのような医療・介護サービスを受ければいいのか、
これらの流れをあらかじめ標準的に示した「認知症ケアパス」を作成し、整理

●地域包括支援センター

相談

相談

相談

診療・相談

○ 地域の高齢者等の保健医療・介護等に
関する総合相談窓口

○ 入口相談機能等を担う

助言 相談

連携

連携

市町村

認知症の人 家族

認知症サポー
ター

認知症サポーター

認知症の容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供
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○ 認知症についての理解のもと本人主体の介護を行うことで、できる限り認知症症状の進行を遅ら
せ、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）を予防できるよう、認知症介護基礎研修、認知症介護実践者研修、
認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者養成研修を推進する。研修の推進にあたっては、
ｅラーニングの部分的活用の可能性を含めた、受講者がより受講しやすい仕組みについて引き続き
検討していく。

【認知症介護指導者養成研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践者研修】 【認知症介護基礎研修】

【目標値】2020（令和２）年度末 指導者養成研修 ： 2.8千人（2018（平成30）年度末実績 2.5千人）
実践リーダー研修 ： ５.0万人（2018（平成30）年度末実績 4.4万人）
実践者研修 ： 30.0万人 （2018（平成30）年度末実績 28.3万人）

【目標】

介護に携わる全ての職員の
受講

新任の介護職員等が認知症
介護に最低限必要な知識、
技能を修得指導者

研修

実践リーダー

研修

実践者研修

ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

認
知
症
介
護
実
践
研
修

研修の目的 受講要件

・社会福祉士、介護福祉士等の資格を有する者又は
これに準ずる者

・認知症介護実践者研修を修了した者又はそれと
同等の能力を有すると都道府県等が認めた者

・地域ケアを推進する役割を担うことが見込まれて
いる者

等のいずれの要件も満たす者

・概ね５年以上の実務経験があり、チー
ムのリーダーになることが予定され、実践
者研修を修了して１年以上経過した者

・原則、身体介護に関する知
識、技術を修得しており、概ね
実務経験２年程度の者

・認知症介護実践研修の企画立
案、介護の質の改善について指導
できる者を養成

・事業所内のケアチームに
おけるリーダーを養成

・認知症介護の理念、
知識及び技術を修得

介護従事者等の認知症対応力向上の促進

介護従事者
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主な行動・心理症状（ＢＰＳＤ）

記憶障害
物事を覚えられなくなっ
たり、思い出せなくなる。

理解・判断力の障害
考えるスピードが遅くな
る。家電やATM などが

使えなくなる。

見当識障害
時間や場所、やがて人と
の関係が分からなくなる。

実行機能障害
計画や段取りをたてて行

動できない。

中核症状
行方不明など
歩き回って、帰り道がわからなくなるなど

妄想
物を盗まれたなど事実で

ないことを思い込む

幻覚
見えないものが見える、
聞こえないものが聞こ

えるなど

暴力行為
自分の気持ちをうまく伝えられない、感情を
コントロールできないために暴力をふるう

不潔行為
風呂に入らない、排泄物をもてあそぶなど

人格変化
穏やかだった人が短
気になるなどの性格

変化

抑うつ
気分が落ち込み、無気

力になる

せん妄
落ち着きなく家の中をうろうろ
する、独り言をつぶやくなど

全国国⺠健康保険診療施設協議会「認知症サポーターガイドブック」を元に改変

認知症の症状について

〇 認知症の症状として、「中核症状」と「行動・心理症状（ＢＰＳＤ）」がある。
※ ＢＰＳＤ：Behavioral and Ｐsychological Ｓymptoms of Ｄementiaの略称
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①⾏動・⼼理症状（ＢＰＳＤ）
○ ⾏動・⼼理症状（ＢＰＳＤ）は身体的要因や環境要因が関与することもある。
○ 早期診断とその後の本人主体の医療・介護等を通じて⾏動・⼼理症状（ＢＰＳ
Ｄ）を予防。⾏動・⼼理症状（ＢＰＳＤ）が⾒られた場合も的確なアセスメント
を⾏った上で非薬物的介入を対応の第一選択とするのが原則。

○専門的医療サービスを必要に応じて集中的に提供する場と⻑期的・継続的な生活支
援サービスを提供する場の適切な役割分担が望まれる。

○ 入院が必要な状態を⼀律に明確化することは困難であるが、①妄想（被害妄想な
ど）や幻覚（幻視、幻聴など）が目⽴つ、②些細なことで怒りだし、暴⼒などの
興奮⾏動に繋がる、③落ち込みや不安・苛⽴ちが目⽴つこと等により、本人等の
生活が阻害され、専門医による医療が必要とされる場合が考えられる。

○ 「かかりつけ医のためのＢＰＳＤに
対応する向精神薬使⽤ガイドライン
（第２版）」、「認知症の人の日常生
活・社会生活における意思決定支援ガ
イドライン」の普及

○ 地域における退院支援・地域連携ク
リティカルパスの作成を進め、精神科
病院等からの円滑な退院や在宅復帰を
支援

②身体合併症
○ 認知症の人の身体合併症等への対応を⾏う急性期病院等では、認知症の人の個別
性に合わせたゆとりある対応が後回しにされ、身体合併症への対応は⾏われても、
認知症の症状が急速に悪化してしまうような事例も⾒られる。

○ 入院、外来、訪問等を通じて認知症の人と関わる看護職員は、医療における認知
症への対応⼒を⾼める鍵。

○ 一般病院勤務の医療従事者に対する
認知症対応⼒向上研修を推進

○ 介護⽼人保健施設等の先進的な取組
を収集し、全国に紹介することで、認
知症リハビリテーションを推進

○ 認知症の人に⾏動・⼼理症状（ＢＰＳＤ）や身体合併症等が⾒られた場合にも、医療機関・介護施設等で適切
な治療やリハビリテーションが実施されるとともに、当該医療機関・介護施設等での対応を固定化されないよう
に、退院・退所後もそのときの容態にもっともふさわしい場所で適切なサービスが提供される循環型の仕組みを
構築。その際、認知症の専門医療の機能分化を図りながら、医療・介護の役割分担と連携を進める。

○ BPSDの予防やリスク低減、現場に
おけるケア手法の標準化に向けて、現
場で⾏われているケアの事例収集やケ
アレジストリ研究、ビッグデータを活
用した研究など効果的なケアのあり方
に関する研究を推進。

実績 KPI/目標

⼀般勤務の医療従事者 12.2万人 30万人

看護師等（病院） 1.0万人 4万人

看護師等（診療所・訪問看護ステーション・介護事業所等） － 実態を踏まえて検討

⼀般勤務の医療従事者に対する認知症対応⼒向上研修に関するKPI/目標

行動・心理症状（BPSD）等への適切な対応
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【実施状況】平成30年度実績調査

・47都道府県1,412市町村にて、7,023カフェが運営されている。
・設置主体としては、介護サービス施設・事業者、地域包括支援
センターが多く見られた。

【認知症カフェの概要】

○ １～２回／月程度の頻度で開催（２時間程度／回）
○ 多くは、通所介護施設や公民館等を活用

○ 活動内容は、特別なプログラムを用意せず、利用者が主体的に
活動。講話や音楽イベントなどを開催している場合もある。

○効果
・認知症の人 → 自ら活動し、楽しめる場所
・家族 → わかり合える人と出会う場所
・専門職 → 人としてふれあえる場所（認知症の人の体調の

把握が可能）
・地域住民 → つながりの再構築の場所（住民同士としての交

流の場や、認知症に対する理解を深める場）

認知症カフェ

○ 認知症の人やその家族が地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場である認知症
カフェを活用した取組を推進し、地域の実情に応じた方法により普及する。

【認知症施策推進大綱：ＫＰＩ／目標】 認知症カフェを全市町村に普及（2020年度末）

7%

21%

1%29%9%
5%

28%

市町村

地域包括支援センター

認知症疾患医療センター

介護サービス施設・事業者

社会福祉法人

NPO法人

その他

設置主体
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＜認知症施策推進大綱（抜粋）基本的考え方＞

○ 移動、消費、金融手続き、公共施設など、生活のあらゆる場面で、認知症になってからもできる限り住み慣れ
た地域で普通に暮らし続けていくための障壁を減らしていく「認知症バリアフリー」の取組を推進する。

○ 認知症に関する取組を実施している企業等に対する認証や表彰制度の創設を検討するとともに、認知症バリア
フリーな商品・サービスの開発を促す。

○ 交通安全、地域支援の強化、成年後見制度の利用促進、消費者被害防止、虐待防止等の施策を推進する。

○ 若年性認知症支援コーディネーターの充実等により、若年性認知症の人への支援や相談に的確に応じるように
するとともに、企業やハローワーク等と連携した就労継続の支援を行う。

○ 介護保険法に基づく地域支援事業等の活用等により、認知症の人の社会参加活動を促進する。

４．認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援

＜主な内容＞
○ 日常生活の様々な場面での障壁をなくす「認知症バリアフリー」の取
組を官民で推進

・ 新たに設置した官民協議会
・ 好事例の収集やガイドライン、企業等の認証制度の検討

○ 若年性認知症支援コーディネーターによる支援を推進
○ 認知症の人の社会参加促進の取組を強化

39

日本認知症官民協議会

日本認知症官⺠協議会
○経済団体、⾦融（銀⾏・保険等）・交通業（鉄道・バス等）・住宅業（マンション管理等）・生

活関連産業界団体（⼩売業等）、医療介護福祉団体、地⽅団体、学会、当事者団体、
関係省庁等、約100団体が参画。

○協議会の下にワーキンググループを設置し、当事者・その家族の意⾒も踏まえつつ、具体的な
検討を⾏う。

認知症イノベーションアライアンスWG 認知症バリアフリーWG

○ 認知症に係る諸問題への対応が社会全体で求められているという共通認識の下、⾏政のみならず⺠
間組織の経済団体、医療・福祉団体、自治体、学会等が連携し、取組みを推進することを目指すた
めに2019年（平成31年）４月22日に設⽴。

「認知症バリアフリー社会」の実現に向けて諸課題を整理
し、その解決に向けた検討を実施。

令和元（2019）年度のテーマ︓「接遇」と「契約」
・当事者団体から課題や希望などの発表
・団体・企業等から認知症バリアフリーに資する先進的な取り組みの報告 など
→ 議論をとりまとめ、認知症イノベーションアライアンスWGとともに「日本認知症

官⺠協議会総会」において報告。
令和2年度は、認知症の人に対する接遇⽅法等をまとめたガイドラインの作成や認

知症バリアフリーの取組の横展開等の取組を実施（令和2年度予算）

認知症当事者や⽀え手の課題・ニーズに応えるようなソ
リューションの創出と社会実装に向けた議論を実施。
令和元年度補正予算案として、「認知症共生等を通じた予防・健康づくり
基盤整備事業」を計上し、認知症に関する実証事業を⾏うこととしている。
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日本認知症官民協議会 参加者名簿（令和元年８月時点）（順不同）

【経済団体】
一般社団法人 日本経済団体連合会
公益社団法人 経済同友会
日本商工会議所
全国中小企業団体中央会
全国商工会連合会
全国商店街振興組合連合会

【金融関係】
一般社団法人 全国銀行協会
一般社団法人 全国地方銀行協会
一般社団法人 第二地方銀行協会
一般社団法人 全国信用金庫協会
一般社団法人 全国信用組合中央協会
一般社団法人 信託協会
一般社団法人 日本損害保険協会
一般社団法人 生命保険協会
一般社団法人 外国損害保険協会
一般社団法人 日本少額短期保険協会
日本証券業協会
一般社団法人 日本資金決済業協会
一般社団法人 電子決済等代行事業者協会

【交通関係】
東日本旅客鉄道株式会社
第三セクター鉄道等協議会
公益社団法人 日本バス協会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
定期航空協会
一般社団法人 全国空港ビル事業者協会
一般社団法人 日本旅客船協会

【住宅関係】
一般社団法人 マンション管理業協会
一般社団法人 日本マンション管理士会連合会
特定非営利活動法人全国マンション管理組合連合会
一般社団法人 高齢者住宅協会
公益社団法人 全国宅地建物取引業協会連合会
公益社団法人 全日本不動産協会
一般社団法人 全国住宅産業協会
一般社団法人 不動産流通経営協会
公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会

【生活関連産業関係】
日本チェーンストア協会
一般社団法人 日本フランチャイズチェーン協会
日本生活協同組合連合会
全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会
一般社団法人 日本自動車工業会

【ＩＴ・通信関係】
一般社団法人 日本IT団体連盟
一般社団法人 電気通信事業者協会

【労働者団体】
日本労働組合総連合会

【医療介護福祉関係】
公益社団法人 日本医師会
公益社団法人 日本歯科医師会
公益社団法人 日本薬剤師会
公益社団法人 日本看護協会
公益社団法人 日本理学療法士協会
一般社団法人 日本作業療法士協会
一般社団法人 日本病院会
公益社団法人 日本精神科病院協会
一般社団法人 日本医療法人協会
公益社団法人 全日本病院協会
一般社団法人 日本慢性期医療協会
一般社団法人 日本臨床衛生検査技師会
公益社団法人 日本歯科衛生士会
一般社団法人 日本精神科看護協会
一般社団法人 全国訪問看護事業協会
公益財団法人 日本訪問看護財団
公益社団法人 全国老人福祉施設協議会
公益社団法人 全国老人保健施設協会
一般社団法人 日本介護支援専門員協会
公益社団法人 日本介護福祉士会
公益社団法人 日本認知症グループホーム協会
民間介護事業推進委員会
高齢者住まい事業者団体連合会
社会福祉法人 全国社会福祉協議会
公益社団法人 日本社会福祉士会
公益社団法人 日本精神保健福祉士協会

【地方団体】
全国知事会
全国市長会
全国町村会

【学会】
一般社団法人 日本老年医学会
一般社団法人 日本認知症学会
一般社団法人 日本神経学会
一般社団法人 日本神経治療学会
一般社団法人 日本認知症予防学会
公益社団法人 日本精神神経学会
公益社団法人 日本老年精神医学会
一般社団法人 日本認知症ケア学会

【当事者関係】
一般社団法人 日本認知症本人ワーキンググループ
公益社団法人 認知症の人と家族の会
全国若年性認知症家族会・支援者連絡協議会

【その他】
日本弁護士連合会
日本司法書士会連合会
公益社団法人 成年後見センター・リーガルサポート
日本司法支援センター
公益社団法人 全国公民館連合会
公益財団法人 日本博物館協会
公益社団法人 日本図書官協会

【政府】
内閣官房日本経済再生総合事務局
内閣官房健康・医療戦略室
内閣府
警察庁
金融庁
消費者庁
総務省
法務省
文部科学省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省
国土交通省 （以上）
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○全国における若年性認知症者数は３．５７万人と推計
○１８－６４歳人口における人口１０万人当たり若年性認知症者数は、５０．９人

若年性認知症数の推計（R２.3）

■相談（相談窓口）■
①本人や家族との悩みの共有
②同行受診を含む受診勧奨
③利用できる制度、サービスの紹

介や手続き支援
④本人、家族が交流できる居場所

づくり

■支援ネットワークづくり■
・ワンストップの相談窓口の役割を

果たすため、医療・介護・福祉・
労働等の関係者による支援体制
（ネットワーク）の構築

・ネットワークにおける情報共有、
ケース会議の開催、普及啓発等

■普及・啓発■
・支援者・関係者への研修

会の開催等
・企業や福祉施設等の理解

を促進するためのパンフ
レット作成など

これらの支援を一体的に行うために

若年性認知症支援コーディネーター
を各都道府県に配置

若年性認知症支援コーディネーターによる関係機関との連携を通じた支援
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＜認知症施策推進大綱（抜粋） 基本的考え方＞

○ 認知症発症や進行の仕組みの解明、予防法、診断法、治療法、リハビリテーション、介護モデル等の研究開
発など、様々な病態やステージを対象に研究開発を進める。

○ 認知症の予防法やケアに関する技術・サービス・機器等の検証、評価指標の確立を図る。

○ 認知症の人等の研究・治験への登録の仕組みの構築等を進める。これらの成果を、認知症の早期発見・期対
応や診断法の確立、根本的治療薬や予防法の開発につなげていく。

○ 安定的に研究を継続する仕組みを構築する。

○ 研究開発の成果の産業化を進めるとともに、「アジア健康構想」の枠組みも活用して介護サービス等の国際
展開を推進する。

５．研究開発・産業促進・国際展開

○ 認知症発症や進行の仕組みの解明、予防法、診断法、治療法、
リハビリテーション、介護モデル等の研究開発を更に推進。

・ コホート研究、バイオマーカーの開発など
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大綱に掲げられた2025年に向けた「ＫＰＩ/目標」を達成するため、

認知症研究の推進

「予防（研究開発）」の取組の充実

大綱に掲げられた2025年に向けた目標を達成するため、
認知症臨床研究の中⼼となるコホート・レジストリ研究、
認知症診断に資するバイオマーカー研究、認知症ゲノム研
究など病態解明を目指した研究等に必要な予算の拡充を⾏
い、令和2年度予算には、10億円→12億円（＋2億円）を
計上。

（主な研究内容）
◆ 認知症臨床研究の中⼼となるコホート・レジストリ
・大規模認知症コホート研究
・認知症の人等の全国的な情報登録・追跡を⾏う研究
・薬剤治験に即刻対応できるコホートを構築する研究

◆ バイオマーカー研究
・認知症診断に資するバイオマーカー研究

◆ 病態解明を目指した研究
・認知症ゲノム研究
・若年性に優性遺伝性アルツハイマー病者に対する研究
・認知症バイオマーカー等の利活用に伴う倫理的課題に
関する研究

認知症施策推進大綱で掲げられた研究開発にかかる「ＫＰＩ/目標」
◆ 認知症のバイオマーカーの開発・確立（ＰＯＣ取得３件以上）
◆ 認知機能低下抑制のための技術・サービス・機器等の評価指標の確立
◆ 日本発の認知症の疾患修飾薬候補の治験開始
◆ 認知症の予防・治療法開発に資するデータベースの構築と実用化
◆ 薬剤治験に即刻対応できるコホートを構築

前臨床期（脳内病変は生じているが認知
症症状が現れていない者）を対象とし、
治験に対応できる高い水準でデータ収集
を行い、円滑な治験実施を目的としたコ
ホート研究。

⻑期にわたって高齢者を追跡し、認知
症発症者と未発症者を比較して発症に
関連する危険因子、予防因子を同定。

（対象者）
認知症発症前の者（健常、軽度
認知障害）、一部認知症患者

（規模）
〜12,000

大規模認知症コホート

薬剤治験対応コホート

『トライアルレディコホート（J-TRC）構築
研究』を令和元年10 月31 日より開始

https://www.j-trc.org/
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４．令和３年度介護報酬改定など

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度～

介護保険
事業計画

介護報酬改定
のスケジュール

制度改正等の
スケジュール

第７期介護保険事業計画

改正介護
保険法
成立

介護給付費分科会で議論

第８期介護保険事業計画に向けたスケジュール

介護保険
部会で議論

第８期介護保険
事業計画

基
本
的
な
考
え
方
の
整
理
・

と
り
ま
と
め（
12
月
23
日
）

諮
問
・
答
申

３月 ９月 12月 年明け

各
サ
ー
ビ
ス

横
断
事
項

・
論
点
に
つ
い
て
更
な
る
検
討

・
事
業
者
団
体
ヒ
ア
リ
ン
グ

各
サ
ー
ビ
ス

横
断
事
項

・
主
な
論
点
に
つ
い
て
議
論

介護保険事業
計画に係る基
本指針の提示

・
経
営
状
況
等
の
調
査
の
公
表
10
月
末

・
基
本
的
な
視
点
10
月
上
旬
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令和３年度介護報酬改定について

平成27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

介護サービス 3.8％ 3.3％ 3.9％ 3.1％ 2.4％
（参考）全産業 4.4％ 4.7％ 5.1％ 5.0％ 4.5％

対前年度比
△0.7％

【介護サービス事業者の経営状況】
■令和元年度の収支差は前年度より低下。
■22サービスのうち、17サービスで前年度より低下。

【改定率】

〔全体〕

■12月17日の予算大臣折衝を踏まえ、令和３年度の介護報酬改定は以下のとおりとなった。

改定率 ＋0.70％
※うち、新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価 ＋0.05％（令和３年９月末までの間）

出典：介護事業経営実態（概況）調査（厚生労働省）、法人企業統計調査（財務省）

（参考）前回（平成30年度改定）の改定率：＋0.54％
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新型コロナウイルス感染症や大規模災害が発生する中で「感染症や災害への対応力強化」を図るとともに、団塊の世代の全てが75歳
以上となる2025年に向けて、2040年も見据えながら、「地域包括ケアシステムの推進」、「自立支援・重度化防止の取組の推進」、
「介護人材の確保・介護現場の革新」、「制度の安定性・持続可能性の確保」を図る。

１．感染症や災害への対応力強化

２．地域包括ケアシステムの推進 ３．自立支援・重度化防止の取組の推進

４．介護人材の確保・介護現場の革新 5．制度の安定性・持続可能性の確保

■感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供される体制を構築
○日頃からの備えと業務継続に向けた取組の推進

・感染症対策の強化 ・業務継続に向けた取組の強化 ・災害への地域と連携した対応の強化 ・通所介護等の事業所規模別の報酬等に関する対応

■住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要な
サービスが切れ目なく提供されるよう取組を推進

■制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、
科学的に効果が裏付けられた質の高いサービスの提供を推進

■喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対応 ■必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る

○認知症への対応力向上に向けた取組の推進

○看取りへの対応の充実
○医療と介護の連携の推進
○在宅サービス、介護保険施設や高齢者住まいの機能・対応強化

○ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○地域の特性に応じたサービスの確保

○リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化

○介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進

・認知症専門ケア加算の訪問ｻｰﾋﾞｽへの拡充 ・無資格者への認知症介護基礎研修受講義務づけ
・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの取組推進 ・施設等における評価の充実
・老健施設の医療ニーズへの対応強化
・⻑期入院患者の介護医療院での受入れ推進

・事務の効率化による逓減制の緩和 ・医療機関との情報連携強化 ・介護予防支援の充実

○報酬体系の簡素化

・区分支給限度基準額の計算方法の一部見直し ・訪問看護のリハの評価・提供回数等の見直し
・⻑期間利用の介護予防リハの評価の見直し ・居宅療養管理指導の居住場所に応じた評価の見直し
・介護療養型医療施設の基本報酬の見直し ・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）の廃止
・生活援助の訪問回数が多い利用者等のケアプランの検証

・月額報酬化（療養通所介護） ・加算の整理統合（リハ、口腔、栄養等）

○評価の適正化・重点化

・訪問看護や訪問入浴の充実 ・緊急時の宿泊対応の充実 ・個室ﾕﾆｯﾄの定員上限の明確化

・過疎地域等への対応（地方分権提案） ・施設での日中生活支援の評価 ・褥瘡ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、排せつ支援の強化

・計画作成や多職種間会議でのリハ、口腔、栄養専門職の関与の明確化
・リハビリテーションマネジメントの強化 ・退院退所直後のリハの充実
・通所介護や特養等における外部のリハ専門職等との連携による介護の推進
・通所介護における機能訓練や入浴介助の取組の強化
・介護保険施設や通所介護等における口腔衛生管理や栄養マネジメントの強化

・CHASE・VISIT情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進
・ADL維持等加算の拡充

○介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進

○寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進

※各事項は主なもの

○テクノロジーの活用や人員基準・運営基準の緩和を通じた
業務効率化・業務負担軽減の推進

○文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減
の推進

・特定処遇改善加算の介護職員間の配分ルールの柔軟化による取得促進
・職員の離職防止・定着に資する取組の推進
・サービス提供体制強化加算における介護福祉士が多い職場の評価の充実
・人員配置基準における両立支援への配慮 ・ハラスメント対策の強化

・見守り機器を導入した場合の夜間における人員配置の緩和
・会議や多職種連携におけるICTの活用
・特養の併設の場合の兼務等の緩和 ・３ユニットの認知症GHの夜勤職員体制の緩和

・署名・押印の見直し ・電磁的記録による保存等 ・運営規程の掲示の柔軟化
・介護保険施設におけるリスクマネジメントの強化
・高齢者虐待防止の推進 ・基準費用額（食費）の見直し 49

６．その他の事項

令和３年度介護報酬改定に関する審議報告の概要 社会保障審議会介護給付費分科会
令和２年12月23日

１．感染症や災害への対応力強化
■感染症や災害が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供される体制を構築

○感染症対策の強化
介護サービス事業者に、感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、以下の取組を義務づける。
・ 施設系サービスについて、現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓練（シミュレーション）の実施
・ その他のサービスについて、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等

（※３年の経過措置期間を設ける）
○業務継続に向けた取組の強化

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から、全ての介護サービス事業者を対象に、
業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務づける。

（※３年の経過措置期間を設ける）
○災害への地域と連携した対応の強化

災害への対応においては、地域との連携が不可欠であることを踏まえ、非常災害対策（計画策定、関係機関との連携体制の確保、避難等訓練の実施
等）が求められる介護サービス事業者（通所系、短期入所系、特定、施設系）を対象に、小多機等の例を参考に、訓練の実施に当たって、地域住⺠の参
加が得られるよう連携に努めなければならないこととする。

○通所介護等の事業所規模別の報酬に関する対応
通所介護等の報酬について、感染症や災害等の影響により利用者が減少等した場合に、状況に即した安定的なサービス提供を可能とする観点から、足

下の利用者数に応じて柔軟に事業所規模別の各区分の報酬単価による算定を可能とするとともに、臨時的な利用者の減少に対応するための評価を設定す
る。

（１）日頃からの備えと業務継続に向けた取組の推進
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２．地域包括ケアシステムの推進
■住み慣れた地域において、利用者の尊厳を保持しつつ、必要なサービスが切れ目なく提供されるよう取組を推進

○ 介護サービスにおける認知症対応力を向上させていく観点から、訪問系サービスについて、認知症専門ケア加算を新たに創設する。
○ 緊急時の宿泊ニーズに対応する観点から、多機能系サービスについて、認知症行動・心理症状緊急対応加算を新たに創設する。
○ 介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させていくため、介護に直接携わる職員が認知症介護基礎研修を受講するための措置を義務づける。

（※３年の経過措置期間を設ける）

○ 看取り期の本人・家族との十分な話し合いや関係者との連携を一層充実させる観点から、基本報酬や看取りに係る加算の算定要件において、
「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うことを求める。

○ 特養、老健施設や介護付きホーム、認知症GHの看取りに係る加算について、現行の死亡日以前30日前からの算定に加えて、それ以前の一定期間
の対応について、新たに評価する。介護付きホームについて、看取り期に夜勤又は宿直により看護職員を配置している場合に新たに評価する。

○ 看取り期の利用者に訪問介護を提供する場合に、訪問介護に係る２時間ルール（２時間未満の間隔のサービス提供は所要時間を合算すること）
を弾力化し、合算せずにそれぞれの所定単位数の算定を可能とする。

○ 医師等による居宅療養管理指導において、利用者の社会生活面の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつながるよう留意し、
関連する情報をケアマネジャー等に提供するよう努めることとする。

○ 短期療養について、基本報酬の評価を見直すとともに、医療ニーズのある利用者の受入促進の観点から、総合的な医学的管理を評価する。
○ 老健施設において、適切な医療を提供する観点から、所定疾患施設療養費について、検査の実施の明確化や算定日数の延⻑、対象疾患の追加を

行う。かかりつけ医連携薬剤調整加算について、かかりつけ医との連携を推進し、継続的な薬物治療を提供する観点から見直しを行う。
○ 介護医療院について、⻑期療養・生活施設の機能の充実の観点から、⻑期入院患者の受入れ・サービス提供を新たに評価する。

介護療養型医療施設について、令和５年度末の廃止期限までの円滑な移行に向けて、一定期間ごとに移行の検討状況の報告を求める。

○ 訪問介護の通院等乗降介助について、利用者の負担軽減の観点から、居宅が始点又は終点となる場合の目的地間の移送についても算定可能とする。
○ 訪問入浴介護について、新規利用者への初回サービス提供前の利用の調整を新たに評価する。清拭・部分浴を実施した場合の減算幅を見直す。
○ 訪問看護について、主治の医師が必要と認める場合に退院・退所当日の算定を可能とする。看護体制強化加算の要件や評価を見直す。
○ 認知症GH､短期療養､多機能系サービスにおいて､緊急時の宿泊ニーズに対応する観点から､緊急時短期利用の受入日数や人数の要件等を見直す。
○ 個室ﾕﾆｯﾄ型施設の１ﾕﾆｯﾄの定員を､実態を勘案した職員配置に努めることを求めつつ､「原則として概ね10人以下とし15人を超えないもの」とする。

※(1)(2)(3)も参照

（１）認知症への対応力向上に向けた取組の推進

（２）看取りへの対応の充実

（３）医療と介護の連携の推進

(４）在宅サービスの機能と連携の強化 （５）介護保険施設や高齢者住まいにおける対応の強化

（６）ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保
○ 特定事業所加算において、事業所間連携により体制確保や対応等を行う事業所を新たに評価する。
○ 適切なケアマネジメントの実施を確保しつつ、経営の安定化を図る観点から、逓減制において、ICT活用又は事務職員の配置を行っている場合

の適用件数を見直す（逓減制の適用を40件以上から45件以上とする）。
○ 利用者が医療機関で診察を受ける際に同席し、医師等と情報連携を行い、当該情報を踏まえてケアマネジメントを行うことを新たに評価する。
○ 介護予防支援について、地域包括支援センターが委託する個々のケアプランについて、居宅介護支援事業者との情報連携等を新たに評価する。

（７）地域の特性に応じたサービスの確保
○ 夜間、認デイ、多機能系ｻｰﾋﾞｽについて、中山間地域等に係る加算の対象とする。認知症GHについて、ﾕﾆｯﾄ数を弾力化、ｻﾃﾗｲﾄ型事業所を創設する。
○ 令和元年地方分権提案を踏まえ、多機能系ｻｰﾋﾞｽについて、市町村が認めた場合に過疎地域等において登録定員を超過した場合の報酬減算を

一定の期間行わないことを可能とする。令和２年提案を踏まえ、小多機の登録定員等の基準を「従うべき基準」から「標準基準」に見直す。 51

３．自立支援・重度化防止の取組の推進
■制度の目的に沿って、質の評価やデータ活用を行いながら、科学的に効果が裏付けられた質の高いサービスの提供を推進

（１）リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の連携・強化

（２）介護サービスの質の評価と科学的介護の取組の推進

(３）寝たきり防止等、重度化防止の取組の推進

○ 加算等の算定要件とされている計画作成や会議について、リハ専門職、管理栄養⼠、⻭科衛生⼠が必要に応じて参加することを明確化する。
○ 自立支援・重度化防止に向けた更なる質の高い取組を促す観点から、訪リハ・通リハのリハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）を廃止し、

基本報酬の算定要件とする。VISITへデータを提出しフィードバックを受けPDCAサイクルを推進することを評価する取組を老健施設等に拡充する。
○ 週６回を限度とする訪問リハについて、退院・退所直後のリハの充実を図る観点から、退院・退所日から３月以内は週12回まで算定可能とする。
○ 通所介護や特養等における外部のリハ専門職等との連携による自立支援・重度化防止に資する介護を図る生活機能向上連携加算について、訪問

介護等と同様に、ICTの活用等により外部のリハ専門職等が事業所を訪問せずに利用者の状態を把握・助言する場合の評価区分を新たに設ける。
○ 通所介護の個別機能訓練加算について、より利用者の自立支援等に資する機能訓練の提供を促進する観点から、加算区分や要件の見直しを行う。
○ 通所介護、通リハの入浴介助加算について、利用者の自宅での入浴の自立を図る観点から、個別の入浴計画に基づく入浴介助を新たに評価する。
○ 施設系サービスについて、口腔衛生管理体制加算を廃止し、基本サービスとして、口腔衛生管理体制を整備し、状態に応じた口腔衛生管理の

実施を求める。（※３年の経過措置期間を設ける）
○ 施設系サービスについて、栄養マネジメント加算は廃止し、現行の栄養士に加えて管理栄養⼠の配置を位置付けるとともに、基本サービスとし

て、状態に応じた栄養管理の計画的な実施を求める。（※３年の経過措置期間を設ける）。低栄養リスク改善加算を入所者全員への栄養ケアの実施等を
評価する加算に見直す。

○ 通所系サービス等について、介護職員による口腔スクリーニングの実施を新たに評価する。管理栄養士と介護職員等の連携による栄養アセ
スメントの取組を新たに評価する。栄養改善加算において、管理栄養士が必要に応じて利用者の居宅を訪問する取組を求める。

○ 認知症GHについて、管理栄養士が介護職員等へ助言・指導を行い栄養改善のための体制づくりを進めることを新たに評価する。

○ CHASE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用によりPDCAサイクルの推進とケアの質の向上を図る取組を推進する。
・施設系・通所系・居住系・多機能系サービスについて、事業所の全ての利用者に係るデータ（ADL、栄養、口腔・嚥下、認知症等）をCHASEに

提出してフィードバックを受け、事業所単位でのPDCAサイクル・ケアの質の向上の取組を推進することを新たに評価。
・既存の加算等において、利用者ごとの計画に基づくケアのPDCAサイクルの取組に加えて、CHASE等を活用した更なる取組を新たに評価。
・全ての事業者に、CHASE・VISITへのデータ提出とフィードバックの活用によるPDCAサイクルの推進・ケアの質の向上を推奨。

○ ADL維持等加算について、通所介護に加えて、認デイ、介護付きホーム、特養に対象を拡充する。クリームスキミングを防止する観点や加算
の取得状況等を踏まえ、要件の見直しを行う。ADLを良好に維持・改善する事業者を高く評価する評価区分を新たに設ける。

○ 老健施設の在宅復帰・在宅療養支援等評価指標について、在宅復帰等を更に推進する観点から、見直しを行う。（※６月の経過措置期間を設ける）

○ 施設系サービスについて、利用者の尊厳の保持、自立支援・重度化防止の推進、廃用や寝たきりの防止等の観点から、全ての利用者への医学的
評価に基づく日々の過ごし方等へのアセスメントの実施、日々の生活全般における計画に基づくケアの実施を新たに評価する。

○ 施設系サービスにおける褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算について、状態改善等（アウトカム）を新たに評価する等の見直しを行う。 52

４．介護人材の確保・介護現場の革新
■喫緊・重要な課題として、介護人材の確保・介護現場の革新に対応

（１）介護職員の処遇改善や職場環境の改善に向けた取組の推進

（２）テクノロジーの活用や人員基準・運営基準の緩和を通じた業務効率化・業務負担軽減の推進

(３）文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減の推進

○ 処遇改善加算や特定処遇改善加算の職場環境等要件について、職場環境改善の取組をより実効性が高いものとする観点からの見直しを行う。
○ 特定処遇改善加算について、制度の趣旨は維持しつつより活用しやすい仕組みとする観点から、平均の賃金改善額の配分ルールにおける

「経験・技能のある介護職員」は「その他の介護職員」の「2倍以上とすること」について、「より高くすること」と見直す。
○ サービス提供体制強化加算において、サービスの質の向上や職員のキャリアアップを推進する観点から、より介護福祉⼠割合や勤続年数の⻑い

介護福祉⼠の割合が高い事業者を評価する新たな区分を設ける。訪問介護、訪問入浴介護、夜間対応型訪問介護の特定事業所加算、サービス提供
体制強化加算において、勤続年数が一定以上の職員の割合を要件とする新たな区分を設ける。

○ 仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定に
おいて、育児・介護休業取得の際の非常勤職員による代替職員の確保や、短時間勤務等を行う場合の「常勤」として取扱いを可能とする。

○ ハラスメント対策を強化する観点から、全ての介護サービス事業者に、適切なハラスメント対策を求める。

○ テクノロジーの活用により介護サービスの質の向上及び業務効率化を推進していく観点から、実証研究の結果等も踏まえ、以下の見直しを行う。
・特養等における見守り機器を導入した場合の夜勤職員配置加算について、見守り機器の導入割合の緩和（15％→10％）を行う。見守り機器

100％の導入やインカム等の使用、安全体制の確保や職員の負担軽減等を要件に、基準を緩和（0.9人→0.6人）した新たな区分を設ける。
・見守り機器100％の導入やインカム等の使用、安全体制の確保や職員の負担軽減等を要件に、特養（従来型）の夜間配置基準を緩和する。
・職員体制等を要件とする加算（日常生活継続支援加算やサービス提供体制強化加算等）において、テクノロジー活用を考慮した要件を導入する。

○ 運営基準や加算の要件等における各種会議等の実施について、感染防止や多職種連携促進の観点から、テレビ電話等を活用しての実施を認める。
○ 薬剤師による居宅療養管理指導について、診療報酬の例も踏まえて、情報通信機器を用いた服薬指導を新たに評価する。
○ 夜間対応型訪問介護について、定期巡回と同様に、オペレーターの併設施設等の職員や随時訪問の訪問介護員等との兼務、複数の事業所間での

通報の受付の集約化、他の訪問介護事業所等への事業の一部委託を可能とする。
○ 認知症GHの夜勤職員体制（現行１ユニット１人以上）について、安全確保や職員の負担にも留意しつつ、人材の有効活用を図る観点から、

３ユニットの場合に一定の要件の下、例外的に夜勤２人以上の配置に緩和できることとする。
○ 特養等の人員配置基準について、人材確保や職員定着の観点から、職員の過剰な負担につながらないよう留意しつつ、従来型とユニット型併設

の場合の介護・看護職員の兼務、小多機と併設する場合の管理者・介護職員の兼務等の見直しを行う。
○ 認知症GHの「第三者による外部評価」について、自己評価を運営推進会議に報告し、評価を受けた上で公表する仕組みを制度的に位置付け、

当該仕組みと既存の外部評価によるいずれかから受けることとする。

○ 利用者等への説明・同意について、電磁的な対応を原則認める。署名・押印を求めないことが可能であることや代替手段を明示する。
○ 諸記録の保存・交付等について、電磁的な対応を原則認める。
○ 運営規程等の重要事項の掲示について、事業所の掲示だけでなく、閲覧可能な形でファイル等で備え置くこと等を可能とする。 53

－　　－40



５．制度の安定性・持続可能性の確保
■必要なサービスは確保しつつ、適正化・重点化を図る

６．その他の事項

（１）評価の適正化・重点化

（２）報酬体系の簡素化

○ 通所系、多機能系サービスについて、利用者の公平性の観点から、同一建物減算適用時等の区分支給限度基準額の計算方法の見直しを行う。
○ 夜間対応型訪問介護について、月に一度も訪問サービスを受けていない利用者が存在するなどの実態を踏まえて、定額オペレーションサービス

部分の評価の適正化を行う。
○ 訪問看護及び介護予防訪問看護について、機能強化を図る観点から、理学療法⼠・作業療法⼠・言語聴覚⼠によるサービス提供に係る評価や

提供回数等の見直しを行う。
○ 介護予防サービスにおけるリハビリテーションについて、⻑期利用の場合の評価の見直しを行う。
○ 居宅療養管理指導について、サービス提供の状況や移動・滞在時間等の効率性を勘案し、単一建物居住者の人数に応じた評価の見直しを行う。
○ 介護療養型医療施設について、令和５年度末の廃止期限までに介護医療院への移行等を進める観点から、基本報酬の見直しを行う。
○ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）について、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、廃止する。（※１年の経過措置期間を設ける）

○ 生活援助の訪問回数が多い利用者のケアプランについて、事務負担にも配慮して、検証の仕方や届出頻度の見直しを行う。区分支給限度
基準額の利用割合が高く訪問介護が大部分を占める等のケアプランを作成する居宅介護支援事業者を対象とした点検・検証の仕組みを導入する。

○ サービス付き高齢者向け住宅等における適正なサービス提供を確保する観点から、事業所指定の際の条件付け（利用者の一定割合以上を併設
集合住宅以外の利用者とする等）や家賃・ケアプランの確認などを通じて、自治体による更なる指導の徹底を図る。

○ 療養通所介護について、中重度の要介護者の状態にあわせた柔軟なサービス提供を図る観点から、日単位報酬体系から、月単位包括報酬とする。
○ リハサービスのリハマネ加算（Ⅰ）、施設系サービスの口腔衛生管理体制加算、栄養マネジメント加算について廃止し、基本報酬で評価する。

処遇改善加算（Ⅳ）（Ⅴ）、移行定着支援加算（介護医療院）を廃止する。個別機能訓練加算（通所介護）について体系整理を行う。（再掲）

○ 介護保険施設における事故発生の防止と発生時の適切な対応（リスクマネジメント）を推進する観点から、事故報告様式を作成・周知する。
施設系サービスにおいて、安全対策担当者を定めることを義務づける（※）。事故発生の防止等のための措置が講じられていない場合に基本報酬
を減算する（※）。組織的な安全対策体制の整備を新たに評価する。（※６月の経過措置期間を設ける）

○ 障害福祉サービスにおける対応も踏まえ、全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生・再発
を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。（※３年の経過措置期間を設ける）

○ 介護保険施設における食費の基準費用額について、令和２年度介護事業経営実態調査結果から算出した額との差の状況を踏まえ、利用者負担へ
の影響も勘案しつつ、必要な対応を行う。
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③モデル施設が地域の生産性向上の取組を伝播
○②のモデル施設は都道府県等に取組の成果を報告し、
都道府県等は好事例として公表。

○モデル施設は、業務効率化に取組む地域の先進モデル
として、必要に応じて見学受入れやアドバイス支援等を
実施し、地域における生産性向上の取組を牽引する。

○ 介護現場革新の取組については、①平成30年度に介護現場革新会議における基本方針のとりまとめや生産性向上ガイドラインを作成し、
②令和元年度は介護現場革新会議の基本方針（※）を踏まえた取組をモデル的に普及するため、自治体を単位とするパイロット事業を７自治体で
実施したところ。 ※①介護現場における業務の洗い出し、仕分け、②元気高齢者の活躍、③ロボット・センサー・ICTの活用、④介護業界のイメージ改善等。

○ 令和２年度においては、介護現場の生産性向上に関する全国セミナーの開催や、都道府県等が開催する「介護現場革新会議」において介護
現場の生産性向上に必要と認められる取組に対する支援等を実施し、介護現場の生産性向上の取組について全国に普及・展開を図る。

①都道府県等版「介護現場革新会議」の開催
○都道府県等と関係団体、有識者などで構成する
会議を開催。

○地域の課題（人材不足等）を議論し、その解決
に向けた対応方針を策定。

地域の
モデル施設

都道府県等が主体となる介護現場への全国展開
（パイロット事業の全国展開）

「介護現場革新会議」の基本方針のとりまとめ

守
り

■ 介護施設における業務フローの分析・仕分け
■ 地域の元気高齢者の活躍の場を創出
■ ロボット・センサー・ICTの活用

■ 介護業界のイメージ改善
攻
め

生産性向上ガイドラインの作成

職場環境の改善 記録・報告様式の工夫

業務の明確化と役割分担 情報共有の工夫

手順書の作成 OJTの仕組みづくり

理念・行動指針の徹底

パイロット事業の実施

○業務改善の取組を７つに分類した手順書

各地域の実情や地域資源を考慮しながら、当該地域内や他地域での好事例の展開や業界のイメージ改善を実践するとともに、先進的な取組を生産
性向上ガイドラインに反映（改訂）。

令和
２
年度

②地域のモデル施設の育成
○①の会議において、業務効率化に取組むモデル

施設を選定し、その取組に必要な経費を助成。
○モデル施設において、業務コンサルタント等の
第三者を活用したタイムスタディ調査による
業務の課題分析を行った上で、介護ロボット・
ICT、介護助手（元気高齢者等）等を活用し、
業務効率化の取組を実践。

コンサル等 ロボット・ICT

令和
元
年度

平成
３０
年度

介護現場⾰新の取組について

宮城県 福島県 神奈川県 三重県 熊本県 横浜市 北九州市

協同組合を活用した
マネジメントモデル

介護オープンラボ
（産学官連携）

AIを活用した
ケアプラン点検

介護助手の効果的
な導入方法の検討

介護職が語る言葉
からの魅力発信

外国人介護人材
への支援

介護ロボット・ICTを活用
した介護イノベーション

＜自治体の主な取組＞

介護助手
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事業所内のICT化（タブレット導入等）により、 介護記録作成、職員の情報共
有～請求業務までが一気通貫に

＜例：訪問介護サービスの場合＞※拡充分は令和５年度までの実施

１．目的･･･介護事業所の業務効率化を通じて、訪問介護員等の負担軽減を図る。
２．対象･･･介護事業所（介護保険法に基づく全サービス）

・ CHASEによる情報収集に対応
・ 導入事業所による他事業者からの照会対応
・ 事業所による導入効果報告 等

年度 補助上限額 補助率 補助対象

元
年
度

30万円
（事業費60万円）

1/2
国2/6

都道府県1/6
事業者3/6

 介護ソフト
 タブレット端末
 スマートフォン
 インカム
 クラウドサービス
 他事業者からの照会経
費 等

2
年
度

当
初

事業所規模（職員数）に応
じて設定
 1〜10人 50万円
 11〜20人 80万円
 21〜30人 100万円
 31人〜 130万円

都道府県が設定
※事業者負担を入れることが条件

1
次
補
正

事業所規模（職員数）に応
じて設定
 1〜10人 100万円
 11〜20人 160万円
 21〜30人 200万円
 31人〜 260万円

上記に加え
 Wi-Fi機器の購入設置
 業務効率化に資する
バックオフィスソフト
（勤怠管理、シフト管
理等）

３
次
補
正

⼀定の要件を満たす事
業所は、3/4を下限に
都道府県の裁量により
設定

それ以外の事業所は
１/２を下限に都道府
県の裁量により設定

令和３年度予算案 地域医療介護総合確保基金 １３７億円の内数
※ 令和２年度予算 82.4億円の内数

３．要件
・ 記録、情報共有、請求の各業務が一気通貫になる
・ ケアマネ事業所とのデータ連携に標準仕様の活用

ICT導入支援事業 【地域医療介護総合確保基金(介護従事者確保分】
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地域医療介護総合確保基⾦を活⽤した介護ロボットの導入支援
○ 介護ロボットの普及に向けては、各都道府県に設置される地域医療介護総合確保基⾦を活⽤し、介護施設等に対する介護ロボットの導入支援を実施しており、令
和２年度当初予算で支援内容を拡大したところ。

○ こうした中、新型コロナウイルス感染症の発生によって職員体制の縮⼩や感染症対策への業務負荷が増えている現状を踏まえ、更なる職員の負担軽減や業務効率
化を図る必要があることから、以下の更なる拡充を⾏ったところ。
①介護ロボットの導入補助額の引上げ（移乗支援及び入浴支援に限り、１機器あたり上限100万円）
②⾒守りセンサーの導入に伴う通信環境整備に係る補助額の引上げ（１事業所あたり上限750万円）
③１事業所に対する補助台数の制限（利⽤者定員の２割まで）の撤廃
④事業主負担を１／２負担から都道府県の裁量で設定できるように⾒直し（事業主負担は設定することを条件）

○ 令和２年度第３次補正予算案においては、いわゆるパッケージの組み合わせ※への支援を拡充及び⼀定の要件を満たす事業所の補助率の下限を４分の３まで引き上げ、
事業主負担の減額を図る。
※⾒守りセンサー、インカム、介護記録ソフト等の組み合わせ

令和元年度 令和２年度
（当初予算）

上限３０万円 上限３０万円

ー
上限１５０万円
※令和５年度までの実

施

利用定員１割
まで

利用定員２割
まで

※令和５年度までの実
施

対象経費の
１／２

対象経費の
１／２

令和２年度（1次補正予算）

○移乗支援
（装着型・非装着型）

○入浴支援
上限１００万円

上記以外 上限３０万円

上限750万円

必要台数
（制限の撤廃）

都道府県の裁量により設定
（負担率は設定することを条件）

更
な
る
拡
充

 移乗支援、移動支援、排泄支援、⾒守り、入浴支援などで利用
する介護ロボットが対象

介護保険施設・事業所

利⽤者

都道府県基⾦
（負担割合︓国２／３、
都道府県１／３）

介護ロボット
導入計画

介護ロボット
導入支援

 負担軽減 効率化サービス
提供

対象となる介護ロボット
 実施都道府県数︓46都道府県

（令和元年度）
 都道府県が認めた介護施設等の
導入計画件数

（注）令和元年度の数値はR2.１月時点の暫定値
※１施設で複数の導入計画を作成することが
あり得る

○⾒守りセンサー
（⾒守り）

○入浴アシストキャリー
（入浴支援）

○装着型パワーアシスト
（移乗支援）

実績（参考）事業の流れ

介護ロボット導入
補助額

（１機器あたり）

⾒守りセンサーの導入
に伴う通信環境整備

（Wi-Fi工事、インカム）
（１事業所あたり）
補助上限台数

（１事業所あたり）

補助率

拡
充

拡
充

H27 H28 H29 H30 R1
58 364 505 1,153 1,645

○非装着型離床アシスト
（移乗支援）

令和２年度（３次補正予算案）

○移乗支援
（装着型・非装着型）

○入浴支援
上限１００万円

上記以外 上限３０万円

上限750万円
（⾒守りセンサー等の情報を介護記録にシステム連動
させる情報連携のネットワーク構築経費を対象に

追加）

必要台数
（制限の撤廃）

一定の要件を満たす事業所は、
３／４を下限に都道府県の裁量により設定
それ以外の事業所は１/２を下限に都道府県の裁
量により設定

更
な
る
拡
充

既定経費計上所管：厚生労働省

（一定の要件）

導入計画書において目
標とする人員配置を明
確にした上で、見守りセ
ンサーやインカム、介護
記録ソフト等の複数の
機器を導入し、職員の
負担軽減等を図りつつ、
人員体制を効率化させ
る場合
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ご清聴ありがとうございました。
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